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平成２９年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第３号）

――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

平成２９年３月１５日

午前１０時 から

午後 ３時 ６分まで

本会議場において

――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 嶋 幸一

副 委 員 長 土居 昌弘

阿部 英仁 志村 学

衛藤 博昭 大友 栄二

吉冨英三郎 井上 明夫

木付 親次 古手川正治

毛利 正徳 油布 勝秀

衞藤 明和 濱田 洋

元吉 俊博 末宗 秀雄

御手洗吉生 井上 伸史

麻生 栄作 近藤 和義

木田 昇 羽野 武男

二ノ宮健治 三浦 正臣

守永 信幸 藤田 正道

原田 孝司 小嶋 秀行

馬場 林 尾島 保彦

玉田 輝義 平岩 純子

久原 和弘 戸高 賢史

吉岡美智子 河野 成司

荒金 信生 堤 栄三

桑原 宏史 森 誠一

――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

後藤慎太郎 佐々木敏夫

――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

財政課長 大友 進一

……………………………………………………

商工労働部長 神崎 忠彦

商工労働部審議監 中島 英司
商工労働部参事監兼 工藤 典幸工業振興課長

商工労働企画課長 武藤 康彦

経営創造・金融課長 佐藤 章

情報政策課長 工藤 正俊

商業・サービス業振興課長 森山 成夫

企業立地推進課長 河野 哲郎

雇用労働政策課長 後藤 豊

産業集積推進室長 稲垣 守

商工労働企画課総務企画監 冨田 一弘

工業振興課産業企画監 佐藤 仁

情報政策課情報政策監 田北 正宏
商業・ｻｰﾋﾞｽ業振興課 岩崎 栄販路対策監

藤井 正直雇用労働政策課雇用労働政策監

企業立地推進課参事 渡辺 文雄

……………………………………………………

福祉保健部長 草野 俊介

福祉保健部審議監 飯田 聡一
福祉保健部参事監兼 藤内 修二健康づくり支援課長

福祉保健企画課長 前田 耕作

医療政策課長 廣瀬 高博

高齢者福祉課長 清末敬一朗

こども未来課長 二日市聖子

こども・家庭支援課長 伊東 雅人

障害福祉課長 髙橋 基典

地域福祉推進室長 大戸 英輔

監査指導室長 荒木 啓司

薬務室長 芦刈光日出

国保医療室長 幸 清二

福祉保健企画課総務企画監 工藤 哲史

医療政策課地域医療政策監 西永 和夫

高齢者福祉課参事 笹原 良宣

障害福祉課参事 佐藤 浩志

――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第１号議案から第１４号議案まで

――――――――――――――――――――

予算特別委員会会議記録 第３号
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７ 会議に付した事件の件名

① 商工労働部関係予算

② 福祉保健部関係予算

――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

ただいまから、本日の委員会土居副委員長

を開きます。

それでは、この際、付託された予算案件を

一括議題とし、これより商工労働部関係予算

の審査に入りますが、説明は主要な事業及び

新規事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いしま

す。

―――――→…←―――――

商工労働部関係

それでは、商工労働部関係予土居副委員長

算について執行部の説明を求めます。

第１号議案平成２９年度神崎商工労働部長

大分県一般会計予算のうち、商工労働部関係

について御説明いたします。

資料としてお配りしております平成２９年

度商工労働部・労働委員会予算概要の１ペー

ジをお開きください。

まず、２９年度の商工労働部予算の全体像

について御説明いたします。

上の表の中ほど、商工労働部①を御覧くだ

さい。

予算額ですが、表の左から３列目の予算額

（Ａ）の欄にありますとおり、人件費が２１

億７，０９０万３千円、事業費が４８１億６，

９８６万８千円、合計ですけれども５０３億

４，０７７万１千円となっております。

これを右から３列目の２８年度当初予算額

（Ｂ）の合計の４７３億２，３７９万８千円

と比較いたしますと、その右にありますよう

に３０億１，６９７万３千円の増でございま

す。

主な要因といたしましては、ＩｏＴやドロ

ーンなどの第４次産業革命や働き方改革など

への取組、玖珠工業団地の造成着手、誘致企

業に対して補助を行う企業立地促進事業の増

によるものになります。

続きまして、同じ１ページの下の表を御覧

ください。

県の一般会計予算額に占める商工労働部予

算額の構成比になります。上段の２９年度当

初予算額で見ますと、左から３列目の計の欄

にありますように８．３％となっております。

続きまして、資料の７ページを御覧くださ

い。

７ページでございますけれども、商工労働

部予算のポイントになります。

熊本地震からの復旧復興が着実に進む中、

世界経済の先行きは米国を中心に不透明感が

漂っております。また、地方においては、人

口減少が招く労働力人口の減少や消費市場の

縮小が、人口流出を更に加速させる悪循環に

陥ることが懸念されております。

こうした状況を打開し、地方創生を実現す

るため、第４次産業革命の技術的なブレイク

スルーや女性等の潜在力を取り込みながら、

より魅力ある仕事を創り出すことで、大都市

圏から人材を呼び込み、地域経済を活性化さ

せる好循環を生み出す政策を展開してまいり

ます。

具体的には、大分県版第４次産業革命ＯＩ

ＴＡ４．０への挑戦と題し、ＩｏＴやＡＩ等

の新技術を活用した地域課題解決型プロジェ

クトの創出やドローン産業の創出に取り組み

ます。

また、働き方改革による多様な担い手の活

躍を推進するため、在宅ワークなどの新しい

働き方や創業にチャレンジする女性を支援し

ます。さらに、魅力ある仕事づくりのため、

マザー工場化、離島等へのサテライトオフィ

ス整備など社会経済情勢の変化に対応した企

業誘致を推進します。

それでは、来年度の個別事業について、主

なものを御説明いたします。

最初に、１８ページをお開き願います。

１８ページでございますが、中小企業金融

対策費、いわゆる県制度資金に関する予算３

５８億３，４１４万２千円でございます。

中小企業・小規模事業者の資金繰り支援に
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は、引き続き万全を期す必要があると考えて

おります。このため、２９年度の県制度資金

の新規融資枠については、１９ページの事業

概要の欄の表の一番下、計の右側にあります

とおり、２８年度と同額７００億円を確保す

ることとしております。

また、１８ページの表の下の方にあります

とおり、来年度は新たに、昨年施行された中

小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画

の認定を受けた中小企業・小規模事業者を支

援するための資金や、災害時の対応に万全を

期すべくＢＣＰ、事業継続計画でございます

けれども、この策定や、働き方改革に積極的

に取り組む中小企業等を支援する資金を創設

することとしております。

続きまして、２３ページをお開きください。

事業名欄の下段、おおいたスタートアップ

支援事業費８，７１２万３千円でございます。

この事業は、創業者の成長志向に応じた指

導やフォローアップを行うものです。

一つ目の丸印、おおいたスタートアップ支

援事業費補助は、おおいたスタートアップセ

ンターを中心に、市町村と連携して創業の裾

野拡大に取り組むとともに、成長志向の起業

家の育成を行うものです。

来年度は、特に女性の起業を積極的に支援

する事業や、民間のインキュベーション施設

間の連携促進による創業支援体制の強化を行

うこととしております。

二つ目の丸印の起業家成長促進事業費補助

は、創業間もない企業に対して、事業を軌道

に乗せるために必要な商品開発や販路開拓に

要する経費の一部を助成いたします。

その下にございます九州・山口ベンチャー

マーケット、これは九州・山口各県と経済団

体が協力して、ベンチャー企業と投資家や大

手企業等とのマッチングイベントを開催する

ものでございます。

続きまして、３４ページをお開きください。

事業名の欄の一番下、ドローン産業振興事

業費１，８６３万８千円でございます。

ドローン、業務用無人機でございますけれ

ども、国の成長戦略であります日本再興戦略

２０１６においても、大きな成長が期待され

ている産業分野となっております。

本県においては、業務用ドローンの大手企

業の進出や、ドローンの製造・サービスを提

供する県内企業の存在といった強みを生かし

まして、力強くドローン産業の振興を図って

まいります。

この事業では、ドローン関連企業や農林水

産業を含めたユーザーで構成される大分県ド

ローン産業協議会を設置いたします。この協

議会を中心に、ドローンの利活用のきっかけ

となるセミナーの開催、ドローンを操縦でき

る技術者の育成、研究開発への助成を行うこ

とを大きな柱としております。

補正予算で可決いただきましたけれども、

先端技術イノベーション拠点整備事業により、

ドローン分野の研究開発拠点となる産業科学

技術センターを中心に、西日本におけるドロ

ーンの一大拠点となることを目指して、取り

組んでまいります。

続きまして、５１ページを御覧ください。

５１ページでございますけれども、事業名

欄の一番上、おおいたＩｏＴプロジェクト推

進事業費６，８６０万６千円でございます。

第４次産業革命の革新的技術を積極的に活

用し、様々な地域課題の解決に取り組むこと

により、新たなビジネスを創出し、県経済の

活力につなげてまいりたいと考えております。

このため、ＩｏＴプロジェクト実現のため

の各種支援を行う大分県ＩｏＴ推進ラボを設

置し、ＯＩＴＡ４．０への挑戦を進めてまい

ります。

このラボにおいては、医療・福祉、商工業、

農業など様々な地域課題の解決に資する民間

のプロジェクトに対する補助・委託や、戦略

アドバイザーによるサポートを行います。

次に、その下のＩＴ人材確保支援事業費１，

１３４万４千円でございます。

ＯＩＴＡ４．０への挑戦を進めていく上で、

先端のＩＴ技術人材はもとより、情報産業の

裾野を担うアプリケーション技術者等の確保
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・育成を行うことは、これまで以上に重要な

課題です。このため、職種別、世代別のＩＴ

人材確保・育成施策を体系的に実施します。

これまで実施してきた小中学生プログラミ

ング教室、高校生アイデアソン・ハッカソン、

おおいたＩＴ人材塾と併せて、県内ＩＴベン

チャー企業が共同で実施するアプリケーショ

ン技術者の育成事業への補助や、プログラミ

ングスキルの高い工業系高校生とＩＴ関連企

業とのマッチングを新たに実施します。

このように、県内ＩＴ関連企業のニーズに

応じたきめ細やかな人材確保の取組を行って

まいります。

続きまして、６６ページを御覧ください。

事業名欄の一番下、離島等サテライトオフ

ィス整備推進事業費５千万円でございます。

県内の企業立地状況につきましては、順調

に推移しております。その内訳を見ますと自

動車関連企業の集積する県北地域や人材確保、

交通アクセス等の面で有利な大分市等への進

出が増加傾向となっている一方で、離島など

の条件不利地域では、誘致が進んでいない状

況です。

こうした中、都市部のＩＴ関連企業の中に

は、高速通信網を活用して過疎化が進む地域

にサテライトオフィスを開設する企業も増え

ております。このため、離島などにおいて、

このように場所にとらわれないＩＴ関連など

のオフィス系企業の誘致を進めていきたいと

考えています。

しかし、こうした地域においては、魅力的

なオフィスやインターネット等のインフラが

十分に整備されていないことが課題となって

おります。

そこで、本事業では、離島などを主な対象

として、インフラ整備を支援します。

これにより、これまで誘致の進まなかった

離島などにおいて魅力ある仕事を確保し、人

口の流出の抑制及びＵＩＪターンによる人口

流入の促進につなげたいと考えております。

次に、６７ページをお願いいたします。

事業名欄の一番上、企業立地促進事業費１

２億４，７１１万９千円でございます。

この事業は、誘致企業に対して、投資額と

雇用人数に応じて補助を行うものです。

人口減少社会においては、雇用の受皿とし

て、魅力のある仕事や、女性が柔軟な働き方

ができる仕事を創り出していくことが必要で

す。

このため、本県の強みである製造業に加え、

研究開発などの本社機能、女性の求職者が多

いコールセンターなど、戦略的な誘致活動を

行っていきたいと考えております。

これにより、多種多様な雇用の場の創出に

努め、地方創生の実現を図ってまいります。

続きまして、８０ページをお願いいたしま

す。

事業欄の一番下、おおいた学生県内就職応

援事業費７１７万７千円でございます。

この事業は、大学生等の県内就職を支援す

るものです。

まず、中小製造業に技術者として就職する

方を対象とする奨学金返還支援制度について、

第４次産業革命への挑戦を後押しするため、

対象を拡充し、情報通信業に情報処理・通信

技術者として就職する方を追加いたします。

次に、おおいた学生登録制度やスマートフ

ォンで気軽に利用できるウエブマガジンを活

用し、県内企業の情報や説明会の開催情報な

どの就職に役立つ情報に加え、旬で元気な大

分の話題を継続的に提供することで、学生の

県内就職を応援します。

おおいた学生登録制度には、現在、約２，

８００人の大学生等に御登録いただいており

ます。加えて、この春、高校を卒業し、大学

等に進学する学生の約６割に当たる約４，５

００名の登録を予定しております。

このような取組により、将来の本県産業を

担う若者の就職を応援していきます。

次に、８３ページをお願いいたします。

女性のスキルアップ総合支援事業費４，４

７５万１千円でございます。

労働力人口が減少する中、本県が持続的に

発展していくためには、最大の潜在力である

予算特別委員会会議記録 第３号
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女性の就業機会の創出が課題となっておりま

す。

結婚、出産、育児といったライフステージ

に応じた、柔軟で多様な働き方を実現するた

め、ウエブ制作やＣＡＤを活用した設計など、

自宅で働く在宅ワークの普及に新たに取り組

むことといたしました。

この在宅ワークは、中小企業・小規模事業

者では雇用が難しい専門性を持ったワーカー

の技術を活用できるなど、企業にとってもメ

リットがあると期待されております。

２９年度は、企業や就業希望者向けの在宅

ワーク啓発セミナーや、在宅ワーカーの養成

講座を予定しております。

また、結婚、出産、育児で離職した女性の

仕事復帰のため、就業前研修や就業体験によ

り再就職につなげる子育てママの仕事復帰応

援事業や、育児中でも受講しやすい無料の託

児サービス付き職業訓練の実施などについて

も、引き続き行ってまいります。

以上で商工労働部の主な事業の説明を終わ

らせていただきます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。

以上で説明は終わりました。土居副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さ

んに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、大きな声で

簡潔明瞭に答弁願います。

事前の通告者が１０名おりますので、質疑

も簡潔にお願いします。

それでは、順次、指名してまいります。

それでは、まずは予算概要井上（明）委員

の４７ページ、モバイルワーク推進事業費で

すね、これは職員にタブレット端末を持たせ

て、機動的にやろうということだと思います。

非常に多くの資料を持ち歩かなくてもいいと

か、いろんな利点、想像はするところですが、

ネットワークともつなぐということで、この

辺のところを具体的にどのような場面での活

用を考えているのかということをお尋ねいた

します。

それから、５１ページ、ＩＴ人材確保支援

事業費、この事業の内容についてはただいま

説明いただきましたけど、これが未来のＩＴ

技術者発見事業であるとか、マッチング、そ

れとか人材塾、この辺の委託料ということで

委託が多いんですが、委託先がどのようにな

っているのか、お尋ねいたします。

それから、予算概要の５７ページ、観光関

連産業活性化支援事業費、地域のにぎわいを

創出するため、新たなイベントやおもてなし

講座ということでありますけども、どのよう

なイベントや催しを想定されているのか、こ

れをお尋ねいたします。

それでは、４７ページの工藤情報政策課長

モバイルワーク推進事業費について、具体的

にどのような場面での活用を考えているかと

いう御質問にお答えしたいと思います。

今回の事業では、現場等に持ち出したタブ

レット端末からセキュリティーを確保した通

信回線を経由して庁内に接続することで、庁

外から庁内システムのデータを確認あるいは

編集したり、庁内職員とのビデオ通話等を可

能にするものでございます。

具体的には、庁外での協議や技術・経営指

導あるいは現場監督、災害対応など、職員が

直接県民や企業に対して現場対応を行う場面

での活用を考えているところでございます。

例えば農業改良普及員が生産者より農産物

の病害虫被害の相談を受けた際などに、庁内

のデータベースに照会いたしまして過去の診

断事例を確認したり、ビデオ通話や写真で遠

隔地にいるベテラン職員と協議することで、

その場で対策を助言するなど、よりスピーデ

ィーな対応につなげることを考えております。

そのほか、災害発生時に現場で調査した被

害状況を地図上に即座に反映させ、その対応

方針の決定を迅速に行うこと等も考えられる

のではないかと考えております。

続きまして、ＩＴ人材確保支援事業費、５

１ページでございますけれども、事業の内容

と委託先の選定方法についての御質問でござ

います。
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この事業では大きく四つの取組を行うこと

にしております。

５１ページの丸の上から四つについて御説

明いたしますが、一番上の未来のＩＴ技術者

発見事業では、子供の頃からＩＴへの興味や

関心を高めるため、小中学生に対するプログ

ラミング教室と高校生のアイデアソン・ハッ

カソンを実施するものでございます。

２番目の県内ＩＴ企業と工業系高校生との

マッチング事業は、来年度から新たに取り組

むものでございまして、県内ＩＴ企業とロボ

ット研究に取り組む工業系高校生との相互理

解を促進するため、まずはプログラミング交

流会等の出会いの場を創出していきたいと考

えております。

３番目のアプリ開発人材育成事業も、来年

度から新たに取り組むものですけれども、県

内のＩＴ企業が協働でＩＴ技術者の実践型育

成スクールを運営して、自らＩＴ技術者を育

てようというような動きがございますので、

この運営費に対して補助を行うものでござい

ます。

最後に、４番目のおおいたＩＴ人材塾開催

事業は、若手ＩＴ技術者の資質向上を図るた

めに、グループワークでありますとかトップ

セミナー等を実施するというものでございま

す。

このうち、委託事業は、１番目、２番目、

４番目の三つでございまして、いずれも企画

提案協議により委託先の選定を行うこととし

ております。

５７ページ、森山商業・サービス業振興課長

観光関連産業活性化支援事業費についてでご

ざいます。

本事業は、熊本地震からの復興支援策の効

果を持続させるため、誘客の促進と満足度の

向上を図り、観光関連産業の売上げ増につな

げる新たな観光イベントなどに助成するもの

でございます。

関係者からのヒアリングからですけども、

一例として、観光客向けに着物や浴衣などで

町歩きをする、そういう地域文化を体験でき

るイベントを想定している、あるいは旅館・

ホテルの従業員を対象として、近年増えてお

ります海外観光客との実践的な会話を学ぶお

もてなし講座、こういったものを想定してお

ります。

御説明いただきましたが、井上（明）委員

タブレット端末、これまさに大体想像してた

とおりではあるんですが、これ是非今後、今

回まず取っかかりだと思うんですが、これ非

常に動きがよくなると思いますので、是非全

体に広げていただきたいと思います。

また、端末賃貸料が２，０４６万５千円と

いうことですが、大体賃貸の台数、それとあ

と賃貸先の選定についてお尋ねいたします。

あとの項目は、マッチング事業等、特に私、

まさに一般質問したとおりでありまして、是

非進めていただきたいと思います。

では、今のタブレット端末のことについて。

今回のは、試験的に１０工藤情報政策課長

０台を予定をしております。昨日、総務の方

で２０台、それとは別途テレワークで入れる

と、総務部の方で２０台入れるということに

しておりまして、合計１２０台ということに

なろうかと思います。

調達先については、一般競争入札によって

調達先を決定していきたいと思っております。

それと、もう一つの観光関井上（明）委員

連産業活性化支援事業、先日、議会の５６分

勉強会でも山城屋さんですね、非常に海外か

らのお客さんを受け入れているというお話を

伺いました。県内全体にそういう取組が広が

るように、是非支援していただきたいと思い

ます。

まず、予算概要の４６ページ、電守永委員

気通信格差是正事業費についてですけども、

移動通信用鉄塔施設の整備事業費補助として

予算化されてますけども、現状のカバー率に

ついて、今どの程度まで整備できているのか。

それと、要整備エリアとして見たときに、ど

の程度整備すべき箇所が残されているのか。

あと何年ぐらいで完全整備が整う見込みか、

分かれば教えてください。
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それと、予算概要の５６ページの商業・サ

ービス業人材育成事業費についてなんですけ

ども、商人塾シンポジウム実行委員会が開催

する豊の国商人塾３０周年シンポジウムの運

営経費について助成をするようになってます

けども、この３０年間に何人ぐらいの卒業生

を輩出しているのか、またこのシンポジウム

の開催予定日はいつ頃になるのか、分かれば

教えていただきたいと思います。

それともう１点、予算概要７２ページの労

働講座等教育費についてなんですが、この労

働講座・出前講座の開催事業費なんですけど

も、高校生などへの出前授業等に関連して、

２０１６年度の課題をどのように整理して２

０１７年度に反映される予定か、お伺いした

いと思います。

電気通信格差是正事業費工藤情報政策課長

についてお答えします。

現在のカバー率とどの程度まで整備できる

か、それと要整備エリアはどの程度残ってい

るのか、完全整備が整う見込みについて、こ

の３点についてお答えしたいと思います。

平成２８年度末の県内の世帯カバー率は９

９．９４％となっております。２９年度は豊

後大野市の三重町奥畑地区、清川町中山地区

の２地区で基地局整備を行う予定でございま

す。これによりまして、２９年度末の世帯カ

バー率は９９．９５％となりまして、残る不

感地区は県内５４地区、２６５世帯となる見

込みでございます。

全ての不感地区の解消につきましては、携

帯電話事業者が採算面などの整備条件をクリ

アする必要がありまして、達成時期を明示す

るのは難しいのでございますけれども、県と

いたしましては残る不感地域の解消に向けま

して、事業主体である市町村と連携いたしま

して、当該補助金や公共の光ファイバーの活

用などを提案しながら、携帯電話事業者に積

極的に働きかけていきたいと考えております。

資料５６ペ森山商業・サービス業振興課長

ージ、商業・サービス業人材育成事業費につ

いてでございます。

昭和６２年に創設された豊の国商人塾でご

ざいますけども、これまで２９期、７７３名

の卒塾生を輩出しております。本年度に入塾

した第３０期生２８名を合わせ、８０１名と

なります。

３０周年を記念した今回のシンポジウムで

ございますけども、平成３０年２月頃、広く

一般に公開して開催する予定としております。

予算概要７２ページ後藤雇用労働政策課長

の労働講座等教育費のうち労働講座・出前講

座関係事業についての御質問をいただきまし

た。

この労働講座でございますけども、県内の

高校、短大、大学、専修学校等の学校や労使

団体等を対象に、労働講座を労働局等と連携

いたしまして実施をしております。

そして、中身としては労働法令の普及啓発

を努めているところでございます。

２８年度は、県実施、労働局等実施を合わ

せまして、延べ７３回、５，７０３名に対し

て実施をいたしました。このうち高校生向け

の出前講座は５９校中４４校で、延べ６０回、

５，２０７名に対してワークルールに関する

講座を実施したところでございます。このう

ち県は３９校で延べ４４回、３，７２９名に

対して実施をしているところです。

また、高校３年生全員に啓発資料として、

「まんが知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」やカー

ド型の労働相談窓口案内等を配布をいたしま

して、啓発に努めているところでございます。

今年度の課題でございますけども、いわゆ

る進学校での出前講座の開催が少ないという

ことや、労働法令という高校生がイメージし

にくい内容であることから、身近に感じられ

るテーマ選定や説明内容の工夫が必要である

と認識をしております。

２９年度でございますが、引き続き、県立

学校長会議や就職指導関係説明会での依頼や

直接の学校訪問等によりまして、全ての高校

での出前講座の実施を目指すとともに、特に

進学校向けには、内容の工夫としまして、ブ

ラックバイト対策の動画の視聴と漫画による
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ワークルールに関する具体的な事例の紹介等

を組み合わせた出前講座の実施に向けまして、

積極的に高校に働きかけていきたいと考えて

おります。

電気通信格差是正事業に関しては、守永委員

かなりの高い比率でカバーできている状況か

と思うんですけども、なかなか、既に通話で

きるエリアでも感じにくいといった部分は多

分事業者の方が整備をしてるんだと思います

けども、そういった情報提供などもしながら、

きれいに通話できるような体制を整備してい

ただければとも思います。

あと、それと、商人塾については、３０年

たったんだなという気もするんですけども、

世代を超えて、いわゆる２世代で受講するよ

うなところもあるんじゃないかと思うんです

が、徐々に若い人が育っていけるように工夫

もお願いをしたいと思います。

それと、労働講座なんですけども、労働局

と一緒に講座を運営しているということで、

限られた時間の中でそのやりくりというのは

かなり工夫をしないと、ボリュームがあり過

ぎて伝え切れないという部分もあるんじゃな

いかと思うんですが、また、その辺の工夫も

是非お願いをして、特に対象が高校生とかそ

ういった方々で、働いている実態というもの

が、バイトする人もそう多くはないでしょう

から、そういった状況も踏まえて、イメージ

しやすいように是非工夫をお願いしたいと思

います。

以上、要望ということでお願いします。

２点、お伺いをしたいと思います。毛利委員

予算概要の３４ページ、ドローン産業振興

事業費、先ほど部長の説明を踏まえてお聞き

したいと思いますが、この中に産業協議会と

いうことがあります。この協議会のメンバー

を教えていただきたいのが１点と。それと、

このドローンは全国の自治体がいろいろ取り

上げて、いい意味の競争が高まってきており

ます。そういった意味では、大分県がこれか

らどのようにやっていくかというのが大変注

目を浴びてると思いますので、この点を、私、

地域社会が求める用途に合わせた機体の開発

やビジネスモデルの構築が必要だと思うんで

すね。そういう観点から、具体的な研究開発、

どのように考えているのか、聞かせていただ

きたいと思います。

次に、４０ページ、提案型技術開発受託研

究事業費、これについても具体的な取組内容

を聞かせていただきたいと思います。

ドローン産業振興事業費工藤工業振興課長

について、構成メンバー、それから、研究開

発、用途拡大等の具体的な内容についてのお

尋ねをいただいております。

まず、メンバーでございますけども、大分

県ドローン産業協議会のメンバーにつきまし

ては、公募によりまして、ドローンに関連す

る企業、団体に幅広く参加していただく予定

でございます。具体的には、地場や県外のド

ローンの開発メーカーを中心に、部品製造や

加工組立てに強みを持ちます県内の物づくり

企業、コンピューターソフトや制御システム

の開発に携わるソフトウエア企業、空撮・測

量等のドローンを活用したサービスを提供す

るユーザー企業などを考えてございます。

ドローンの研究開発と用途拡大についてで

ございますが、どのような機能をドローンに

サービスとして付与できるか、ここが一番の

競争の部分だと思っております。そのため、

研究開発を行う企業向けの補助金を準備して

いるところでございまして、現在、農薬散布

や測量、災害現場での写真撮影などにドロー

ンは活用されておりますけども、今後は、橋

梁などのインフラ点検、鳥獣害対策、監視や

警備、物流など、幅広い活用が見込まれます。

また、近年では、陸上や水上での無人機も開

発されているところでございます。

県では、ドローン産業協議会を活用し、新

たな活用方法についてのアイデア提案、研究

開発、事業化を推進することで、ドローン産

業の西日本における拠点化につなげてまいり

たいと考えております。

続きまして、提案型技術開発受託研究事業

費についてのお尋ねでございます。
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具体的な事業内容についてのお尋ねでござ

いますが、この事業は、産業科学技術センタ

ーが国等の補助金を活用しまして、主体的に、

あるいは企業からの提案を受けて研究開発を

行うものでございます。具体的な内容としま

しては、一つにはＩｏＴにも関連しておるん

ですが、イチゴの省エネ栽培、収量予測、低

コスト輸送技術につきまして研究をしており

まして、生産コストの圧縮や栽培技術の高度

化を目指しているところでございます。

また、高精度な磁気特性を測定できる磁気

試験器の設計、製造技術の高度化を目指した

研究もございます。

さらには、今年度、単年度の取組としまし

て、人工呼吸器の関連商品の開発がございま

す。人工呼吸器のブロワの振動解析の機器を

開発しまして、商品化の障害となっておりま

す振動の大幅な低減に寄与している、そうい

った研究もございます。

そのほかには、ドローンにおけますモータ

ーの強度や姿勢制御などの性能評価、こうい

った研究などにも取り組んでいるところでご

ざいます。

ドローンの研究開発については、毛利委員

課長の答弁ももちろんでありますけど、先ほ

ど私が申し上げた地域社会が求める用途に合

わせた機体の開発、これは今から協議会を立

ち上げていく、それぞれの技術を持ったいろ

んな団体がもちろん入ってきて、協議してい

くんでしょうけど、まずは大分県がどういう

ものをどういうふうに目指していくのかとい

うのを具体的に掲げるのが先だと思います。

そういった意味では、今全国で競争してる

のが、やはり距離を飛ばせるだとか、重い物

を持てるものだとか、ほかにはない研究開発

をやっていくという自治体が多くございます

ので、そういった観点から、形でいうとプロ

トタイプとなる機体の開発、こういったもの

を是非新たなビジネスモデルとして取り入れ

ていっていただきたいと思っております。是

非ともよろしくお願いします。

それと、最後に１点、提案型のこの研究開

発、大変すばらしいことだと思いますが、こ

の中にもドローン、産業科学技術センターの

中にｃｉドローンがあったと思います。この

ｃｉドローンというのが成果が出たのか、出

てないのか。この成果があって、今度のこの

研究開発につながったのかというのがちょっ

と疑問点があるので、その辺何か成果がはっ

きり分かるのであれば教えていただきたいと

思います。

ｃｉドローンにつきまし工藤工業振興課長

ては、県内の測量技術の会社と連携いたしま

して、測量の出来高とか、測量している状況

を３Ｄの形で設計する技術の会社と連携して

いるものに使われておりまして、現在、その

測量の会社は、国交省の直接の委託を受けて

ダム等の進行管理を行う、そういう技術につ

ながっているという成果も出ているところで

ございます。

まず、１８ページ、中小企業金融対堤委員

策費について、昨年度当初予算からの減少し

た、減少というか同額と言ってましたけども、

内容的に見れば、経営力の向上資金などの新

規融資枠が３件含まれております。おんせん

県魅力アップサポート資金枠が今回１年間分

として約２倍見込んでいるんですけども、そ

ういう需要というのは高いのか。また、既存

の振興資金や小口零細企業資金、活性化資金

などがかなり減額となっているんですけども、

資金需要などの状況はどうかと。また、銀行

等の対応は積極的に県の制度融資を進めるよ

うな状況となっているのかどうか。

昨年も若干質問しましたけども、信用保証

制度の問題で、経産省の中小企業局のワーキ

ンググループによる中間整理の論点整理と方

向性、このうちの４点ありましたね、保証割

合を削減する、縮小する問題だとか、保証料

率の見直しとか、そういうふうな動きはその

後どうなっているのか。

次は、概要書の６７ページ、企業立地促進

事業費と工業団地開発推進事業費について、

人件費を除いて企業誘致や造成等の予算は約

６３億円、うち誘致企業の投資額に対する助
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成等で１２億４，７００万円計上されており

ます。企業数は大体２０社ぐらいと聞いてる

んですけども、どのような業種なのかと。ま

た、６号地のＣ－２地区の周辺土地の下落の

ための価格差を補填するということも聞いて

おるんですけども、具体的にはどのような状

況になるのか。また、工業団地の開発推進費

についても、複数の企業から引き合いが来て

るという話を聞いておりますけども、そうい

う契約の可能性というのはどうかと。

最後に、概要書の８９ページ、流通業務団

地造成事業費ですね。現状の分譲率は１、２

工区で７７％ですけども、分譲開始当時と現

在の土地単価の評価額が乖離してると思うん

ですけども、それと販売金額はどのように推

移をしているのか。

私の方から、１８佐藤経営創造・金融課長

ページの中小企業金融対策費の関係につきま

して、おんせん県魅力アップサポート資金の

状況、それから振興資金、小口零細企業資金、

活性化資金の状況、それから、銀行等の対応

が積極的であるかという点と、それから、信

用保証制度についての今の動向ということで

御質問をいただいたと思っています。

では、まず一つは、おんせん県魅力アップ

サポート資金についてですけども、２８年度

に新設をいたしまして、１月末現在の保証承

諾実績は約７億７千万円となっております。

今後につきまして、国民文化祭とか全国障害

者芸術・文化祭、ラグビーワールドカップ、

東京オリンピックの開催等を控えております

ので、観光客の増加が見込まれていることか

ら、これに対応するための資金需要が増加し

ていくものと考えております。

また、昨年の熊本地震によりまして、被災

中小企業者の施設等の復旧整備を支援するグ

ループ補助金、これにつきまして全体的に工

事の遅れ等からやむを得ず繰越しを今予定を

させていただいておるところでありますけど

も、その４分の１についての自己負担分、こ

の分について本資金を借り入れた場合につき

ましては、日本財団による利子及び信用保証

料の助成対象となっておりますので、今後、

資金需要の増加が見込まれるものと考えてお

ります。

それから、既存の振興資金、小口零細企業

資金、活性化資金についてでありますけども、

今年度の１月末現在の保証承諾実績が、委員

がおっしゃったとおり対前年度月比で２から

３割程度の減少となっております。これにつ

きましては、先ほど申し上げました熊本地震

を受けまして、実質金利０．８％となる災害

復旧特別融資を適応いたしておりまして、こ

のことから、この低利の特別融資の利用が大

きく伸びているということであります。この

影響で、今の３資金についての需要が少し減

ってきているのかなと思っております。

なお、２９年度はこの影響がなくなること

から、例年ベースの資金需要に戻るものと考

えておりまして、新規融資枠については小口

零細企業資金、活性化資金は同額、振興資金

については１１億円の増としているところで

あります。

銀行等の対応についてでありますけども、

日銀の大分支店の公表資料にもありますとお

り、県内企業の資金繰り判断や金融機関の貸

出し態度判断の指標は、おおむね良好に推移

しております。また、プロパー資金も含めた

金融機関の貸出残高につきましても、前年を

上回って推移しております。

また、県内の６金融機関の中小企業向けの

貸出金残高についても、前年を上回って伸び

ておる状況でありまして、おおむね円滑な資

金供給対応がなされていると思っております。

全体といたしましても、サポート推進会議

という会議の中で金融機関とも話し合いなが

ら、中小企業・小規模事業者に対する資金に

ついて円滑な資金運用していただくことで、

毎年お願いもしているところであります。

それから、信用保証制度についての今の動

向でありますけども、これまで国の中小企業

政策審議会の金融ワーキンググループにおい

て議論を重ねておりまして、昨年の１２月２

０日に最終の見直し案がまとめられたところ
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であります。

見直しの主な内容につきましては、一つは、

責任共有制度の保証割合８０％については維

持をすると、その上で金融機関のプロパー融

資と信用保証協会の保証付き融資を適切に組

み合わせるリスク分担を行うことによって、

中小企業への経営支援強化を促して、中小企

業の経営改善、生産性の向上につなげるとい

うことを考えておるようであります。

それから、創業支援、小規模事業者向けの

資金繰り支援を拡充するということで、１０

０％保証の限度額のもとに２千万円に各々引

き上げるということで今考えております。

それから、大規模な経営危機等の事態に際

しまして、あらかじめ適用期限を区切って迅

速に発動できる新たなセーフティーネット保

証、別枠で１００％保証でありますけども、

これを創設するということを考えている、そ

の一方で、既存のセーフティーネット保証の

うち副業業種に対するもの、いわゆるセーフ

ティーネット５号なんですけども、これにつ

きましては金融機関がより前面に立って経営

改善や事業転換等が促されるよう、その保証

割合、現行１００％でありますけども、これ

を８０％とするということであります。

それから、保証料率の在り方については、

今後、検討を進めていくということでありま

す。国におきましては、中小企業信用保険法

など関係法の改正案を現在の通常国会に提出

しておりまして、法案成立から新たな制度の

運用開始まで十分な準備期間を確保するとい

うことで聞いております。

企業立地促進事業費河野企業立地推進課長

についてでございます。

補助金交付見込み企業数は２０社と聞いて

いるが、どのような業種かというお尋ねでご

ざいます。

平成２９年度は自動車関連７社、情報サー

ビス業関連５社、食品・医療２社、ＢＰＯ・

コールセンター２社、精密機械１社、その他

製造３社の合計２０社を見込んでございます。

続きまして、６号地Ｃ－２地区の周辺工業

用地の価格下落により生じた格差を補助する

というのはどういうことかというお尋ねでご

ざいます。

大分臨海工業地帯６号地Ｃ－２地区につき

ましては、平成１６年度に行いました不動産

鑑定評価に基づいて売却単価を平米当たり２

万３，５００円と設定をいたしまして、長年

にわたり企業誘致活動を行ってまいりました

が、広大な工場用地のニーズが低くなってい

るということに加えまして、臨海部への進出

を敬遠する傾向もございまして、企業の誘致

実現には至っておりません。

これに加えまして、周辺の工業用地につき

ましては、地価が下落しておりまして、６号

地Ｃ－２地区と近傍類似の工業専用地域等の

平均価格との差は、平米当たり約６千円とな

ってございます。この大きな価格差がある状

態では、企業誘致をすることは難しい状況で

ございます。このため、この価格差を実質的

になくすことが必要であり、そのための新た

な補助制度を設けたいと考えております。

なお、九州の東の玄関口としての拠点化戦

略会議の議論の中で、６号Ｃ－２地区も含め

た大在地区周辺に港湾関係や物流関係の施設

を整備する用地を確保するとされておりまし

て、これを機に、６号Ｃ－２地区につきまし

ては、これまでの一括分譲を基本とする方針

から分割分譲に変更して誘致を進めていきた

いと考えております。

続きまして、工業団地開発推進事業費につ

いてでございます。

複数の企業から引き合いが来ているという

ことであるが、販売の可能性はあるのかとい

うことでございます。

玖珠工業団地につきましては、今年度、玖

珠町との連携を強化し、より一層積極的に誘

致活動に取り組んだ結果、複数の企業に関心

を示していただきまして、現地も御案内をし

たところでございます。こうした企業とは、

現在も交渉継続中でございます。

販売の可能性については、まだ不明でござ

いますが、現地視察後も高い関心を示してい
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ただいている企業もございます。誘致が実現

できるよう、玖珠町と一体となって引き続き

積極的に取り組んでまいりたいと思います。

続きまして、流通業務団地造成事業費につ

いてでございます。

現在の分譲率７７％であるが、分譲開始当

時と現在の土地単価評価額と販売金額が、ど

のように推移しているかというお尋ねでござ

います。

大分流通業務団地の販売価格は、土地取得

費、造成工事費、起債利息を含めた総事業費

をもとに面積案分を基本といたしまして、各

区画の価格を決定してございます。

事業費を分譲収入で賄うということにして

おりますことから、分譲価格につきましては、

現在も分譲開始当初のままで据え置いてござ

いますけれども、周辺との価格差を補うため、

企業向けの補助制度を設けてございます。

土地単価評価額につきましては、団地自体

の不動産鑑定等は行っておりませんが、近傍

類似の工業用地の地価調査、地価公示価格は、

分譲開始した平成１３年度当時と比較いたし

ますと、おおむね５０％前後の下落となって

ございます。

グループ補助金について、繰越しが堤委員

あると、繰越ししてるということで、これち

ょっとどういうことか、再度教えて。

それと、さっきの５号保証の関係で、８０

％に保証割合が下がるという問題で、これ県

の対応というか、融資需要についてどういう

ふうに考えているかということ、２点をちょ

っと教えてください。

それと、企業立地の関係は、平米６千円の

差という状況の中で、これは誘致は決まって、

実際に入ってくるときにその６千円というの

を補助金という形で出すのか、ちょっとそこ

ら辺の仕組みというかね、多分それは流通業

務団地と同じような仕組みだと思うんだけど

も、ちょっとそこら辺だけをお願いします。

まず、グループ補佐藤経営創造・金融課長

助金の繰越しについてですけども、全体では

４５億円の予算をお願いしておりまして、先

般の補正で先議をしていただいた中で、繰越

明許を今３６億円ほど取らさせていただいて

おります。というのが、中にはやはり大きく

被害に遭って、建て替えが必要とか、また、

熊本地震、熊本・大分県全体にわたって広域

的な被害がありましたので、業者の確保等が

なかなかうまくいかないとかという理由があ

りまして、明許として今３６億円ほど明許を

取らさせていただいております。これの分が

結局来年度に持ち越して事業を実施するとい

うことで、グループ補助金についても来年度

の補助金の実施になると思っております。

それからもう一つ、５号保証について１０

０％が８０％になることについて県としてど

う考えてるということでありますけども、一

つは元々このセーフティーネット５号の１０

０％を８０％にという議論の根底にあるのが、

やはり保証制度だけに頼られて、金融機関、

若しくは企業の方が安易にお金の借入れをす

るということの少し不具合があるんではない

かということから端を発してたと思っており

ます。

基本的には、当然借入れについて借りにく

くなるという制度ではなくて、金融機関が貸

出しについて責任を持って中小企業の経営の

管理、それから経営支援も含めて金融機関が

行うことを前提として保証制度とプロパー資

金との間のベストマッチの上で金融機関とし

て保証協会も含めて中小企業の支援をすると

いうことを前提とした中での１００％を８０

％に見直すという議論をされているというこ

とで、県としてもそういった中小企業の経営

活動の前向きな支援に基づいてこういった見

直しがされたものということで、そういった

前向きな中小企業の経営活動に対して、金融

サイドからの支援ができるものと期待をして

いるところであります。

６号Ｃ－２地区の周河野企業立地推進課長

辺との価格差６千円を埋める補助の仕組みに

ついてでございます。

補助金額は投資額の２０％を補助する仕組

みにしておりまして、限度額につきましては、
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用地費の２５％を限度としております。

御指摘のとおり、流通業務団地と同様な仕

組みでございますが、流通業務団地の場合は

周辺価格差との関係で用地費の４０％を限度

額としておりますが、こちらの６号Ｃ－２地

区の場合は２５％としております。限度額に

達した場合は、単価でいきますと２万３，５

００円の２５％が５，８７５円ということに

なりますので、これで周辺の価格差を埋める

ということにしてございます。

今言った流通業務と６千円の関係の堤委員

資料を、すみませんけどお願いいたします。

予算概要８０ページの最下段、お木田委員

おいた学生県内就職応援事業の学生登録制度

の情報発信についてお尋ねさせていただきま

す。

今年度に引き続いて来年度６４０万円ほど

情報発信費用として計上がされておりますけ

ども、この学生登録制度の情報発信、メール

で、各登録者が受信していらっしゃると思い

ますけども、そのメールから、「オオイタカ

テテ！」のホームページとか、県のホームペ

ージにもリンクを張っているという状況だと

思いますけども、ちゃんとリンクをして、そ

のページに遷移されているかどうかというチ

ェックをして把握してらっしゃるか、その辺

をお尋ねしたいということと、先ほど部長か

らも若干今の登録状況、御説明がございまし

たけども、学生が何人登録されていらっしゃ

るかとか、保護者で何人登録されていらっし

ゃるとか、今年卒業を迎える方とか、そうい

った内訳も把握していらっしゃるのか、教え

ていただきたいと思います。

予算概要８０ページ後藤雇用労働政策課長

のおおいた学生県内就職応援事業費の関係で、

学生登録制度の情報発信について御質問をい

ただきました。

このおおいた学生登録制度では、ウエブマ

ガジン「オオイタカテテ！」の更新情報や就

職イベント開催情報等、定期的にメール配信

をしておりまして、２８年度はこれまでに３

４回メールで情報発信をしております。

メール配信の際に、情報掲載をしているホ

ームページのアドレスを添付してアクセスを

促すようにしております。

このアクセス数の遷移の件数でございます

けども、ウエブマガジン「オオイタカテ

テ！」のページビューにつきましては、各記

事ごとにどのチャンネルからアクセスがあっ

たかを把握、解析をしております。

直接のアクセスやグーグルから来た方、そ

れが大体全体の３、４割ございます。３割か

ら４割ございますと一番多い状況でございま

して、ヤフーやフェイスブックから来られる

方がそれぞれ、１、２割でございます。ほぼ

この４つが主なアクセスチャンネルというふ

うになっております。受信メールからホーム

ページへ遷移をしたページビュー数でござい

ますけども、メールにホームページアドレス

を張りつけてリンクを張っているものでござ

いますので、直接アクセスと推測をされます。

直接のアクセスは、受信メールのほかライン

からの遷移とお気に入り登録というものがあ

ると分析をしております。

参考までに、「オオイタカテテ！」のペー

ジビュー数でございますけども、２月、１か

月間で１万３，６５１回ということでござい

まして、これは周知が行き渡るのに伴いまし

て増加をしているというところでございます。

続いて、学生登録制度の登録の状況という

ことでございますが、この制度は平成２７年

度に創設をいたしまして、高校３年生の在学

中に登録を促しているものでございます。昨

年からやっておりますので、今年の大学１年

生につきましては２，７０７名登録をいただ

きました。今年の高校３年生につきましては

４，５０５名を登録いただきました。その他

ホームページからの直接の登録という方もい

らっしゃいまして、そういう方は１２５名い

らっしゃいまして、現時点の登録総数は７，

３３７名となっております。

高校３年生からに登録をお願いいたします

ので、在学中の登録ということで、学校内で

携帯電話の使用に制限があるということがご
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ざいますので、メールアドレスの取得をする

ことの難しさというのはございますが、各高

校の協力で着実に登録数が増加しているとこ

ろでございます。

保護者の登録につきましては、現時点では

できない状況なのでございますけども、学生

がメールアドレスを登録する際に、保護者の

メールアドレスも登録できるように現在シス

テムを改修しているところでございます。

私も、今ホームページ作って、フ木田委員

ェイスブックにリンクとかやっているんです

けども、やっぱり「いいね！」だけ押してホ

ームページを見てない方とか、そういう分析

もできるんですかね。しっかり見てもらう工

夫をしていただきたいなと思います。

そしてもう一つ、委員会でも発言させてい

ただいたことあるんですが、一方通行に情報

発信ということがなってますんで、この制度

を利用して受信というか、マーケティングと

いうか、保護者とか学生さんからの県内就職

に対するニーズとか、そういったものを受信

できるというか把握できるような仕組みも併

せてやった方が、せっかくやってるんでいい

んじゃないかということを感じておりますん

で、簡易申請システムというのがございます

ね、あれ職員でも作れると思うんですが、そ

ういったリンクをさせて、随時学生の意向な

りを集めるような仕組みというのも検討して

新年度やっていただけたらなと思うんですが、

その辺御検討されてますでしょうか。

学生や保護者のニー後藤雇用労働政策課長

ズの把握ということでございますけども、現

在は、例えば県外での就職イベントの開催と

かに合わせまして、直接学生や企業の方々の

声を伺うとともに、アンケート調査というの

も実施をしております。

先日３月４日に親のための就活応援セミナ

ーというものを開催いたしましたけども、そ

の際も、保護者の方にアンケートや、直接声

も伺っているところでございます。

さらに、来年度は、新たに保護者向けの企

業説明会であったりとか、県内魅力発見バス

ツアーなどを実施する予定でございまして、

このような機会を通じて保護者と学生からの

ニーズの把握に努めたいということでござい

ます。

今の時点では、システム的にニーズを把握

することは考えてはいないところでございま

すけども、ちょっと効果を考えながら研究し

ていきたいと考えております。

この質問をさせていただいている木田委員

のは、実はこの商工労働部だけでなく全体の

県の予算なんですが、情報発信費用というの

がかなり集めるとすごい額になりますからね、

これは、これも新年度６００万円ということ

で、この額を考えていくと、効果的にやっぱ

り情報発信というのは考えてやっていただか

なければならないと感じておりますので、是

非よろしくお願いいたします。

次の質疑に入る前に、先ほど土居副委員長

堤委員から企業立地推進課の方に資料提出の

請求がありました。

お諮りしたいと思います。その資料を委員

会として請求することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、ただいま土居副委員長

の資料を請求することに決定いたしました。

執行部は、よく調整の上、速やかに提出す

るようお願いします。

それでは、質疑に入ります。

６６ページ、離島等サテライトオ木付委員

フィス整備推進事業費ですが、内容につきま

しては部長の説明で分かりましたが、これは

姫島村での事業であるということの確認と、

あと流入人口ですね、この見込み人数、この

２点だけお尋ねします。

この事業につきまし河野企業立地推進課長

て、これから本格的に取り組んでまいります。

ただ、おっしゃるとおり、この事業は離島等

サテライトオフィス整備推進事業ということ

で、想定をしている市町村というのは当然ご

ざいます。そういった中で、市町村とは今の

段階でも話をしながら進めているところでご

ざいます。
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どのくらいの人口が流入するかということ

については、やはり離島ですので、そんなに

大きな数は想定をしておりませんで、まずは

こういったところに離島等、こうした過疎地

域、条件の不利地域について、こういったと

ころでも仕事を持ってくるということをまず

考えたいと思っております。

何か答弁がちょっと明確な回答が木付委員

ないんですけど、離島は姫島村じゃないんで

すか。

この事業を認めてい河野企業立地推進課長

ただいて、正式に進めていこうと思っており

ますので、当然想定はさせていただいており

ます。

分かりました。言えないというこ木付委員

とですね。見込み人数もわからないと、事業

をやってみないと。

お答え申し上げます。神崎商工労働部長

当然、離島等ということでございますので、

姫島村も当然対象になってまいります。

他方で、どのぐらい人口が流入するかとい

うところでございますけれども、離島の場合、

島から本土に働きに行ってらっしゃる方とい

うのがいらっしゃいますので、こういう方は

船で移動されるので、いろんな意味で御不便

を感じておられます。こういう方が島の中で、

例えば仕事を得られればより快適に暮らせる

ということもございますので、流入するケー

スもあれば、島の中の方々が島の外に行かず

とも働けるようになると、こういう二つのパ

ターンがあると思っておりますので、なかな

か具体的な数字というのは申し上げにくいと

ころでございます。

モバイルワーク推進事業費につい桑原委員

て質問します。

本事業は、県民や企業といった外部に対す

る対応力を強化することを目的とし、庁外か

ら庁内へのアクセスの環境を整備するとあり

ますが、その前提として、庁内で共有する情

報の電子化が整備されていなければなりませ

ん。現状のＩＣＴによる事務作業の効率化は

どの程度進んでいるのか、簡単でいいので御

説明ください。

現在、ペーパーレス化な工藤情報政策課長

どの庁内情報の電子化を示すデータとしては、

文書管理システムにおける電子文書の比率、

あるいは情報政策課が貸し出しておりますタ

ブレット端末の利用における紙資源の削減枚

数といったデータがございます。

まず、文書管理システムにおける電子利用

率、全体の文書数分の電子の文書数でござい

ますけれども、これは平成２７年度が５６．

８％、本年度は２月末現在で６２％というこ

とになっております。

それと、タブレット端末による会議資料の

電子化につきましては、庁内部長会議を始め

各種会議資料の電子化による紙資源の削減を

図っておりますが、削減枚数は平成２７年度

が約１８万３千枚、本年度は１２月末現在の

数字ですけど、約１４万４千枚となっており

ます。

今後とも、情報共有データベースなど、情

報共有ツールの強化に取り組みまして、事務

作業の効率化に努めてまいりたいと思ってお

ります。

ペーパーレス化のことだけ聞いた桑原委員

んじゃないんですけれども、まあ、どんどん

進んでいるということだと思います。

ただ、議員から見ると、全然分からないん

ですね。何でかというと、我々に共有してい

ただく資料、１００％紙資料ということで、

もちろんこういった予算に関する説明書とか

予算概要とか、あとはマスコミのプレス用の

ものとかというのは財政課のホームページか

ら頂くことはできるんですけれども、今回の

このモバイルワークの推進事業のこれも事前

に資料を頂きました。これぐらいの資料が請

求しないと出てこないというのは、非常にど

うかなと思うんですね。

例えば、まあ議会は庁内じゃないって言わ

れりゃそれまでなんですけれども、一番執行

部と情報を共有しなければいけないのは議会

だと思うんですね。そしたら、例えば、ここ

からは提案になるのかもしれませんけれども、
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クラウド上に議員用の領域を作っていただい

て、そこに我々、シンクライアントのタブレ

ットでいいですよ、それを配付していただい

て、これぐらいの情報にアクセスできるって

いうふうになれば、相当いろんな会議での議

論がもっと深まると思うんですね。

昨日、これ全国の知事公舎の状況ですね、

どこが持ってる、どこが持ってない、居住部

分の家賃、大分県は払ってない５県に入って

いるとかね、こういう情報も、私が請求した

ら私にしか来ないんですね。だけど、それを

そういうクラウド上にアップしとけば、議員

が全員共有できるんですよ。そしたら、こう

いった会議の場で議論が深まりますし、それ

がひいては県民のサービスの向上につながる

と思うんですけれども、そこら辺のちょっと

御見解いただければと思います。

今回の事業では、おっし工藤情報政策課長

ゃられるとおり職員を対象にしたシステムな

わけなんですけれども、議員の先生方への情

報提供につきましては、今後、議会事務局と

か財政課あたり、予算につきまして、その辺

とちょっと相談させていただきたいと思いま

す。

よろしいですか。土居副委員長

私から１点だけお伺いします。小嶋委員

質疑通告書ではページ３４ページって書い

てしまいました、すみません、３７ページの

間違いですが、東九州メディカルバレー構想

拠点機能強化事業費とか、それから医療機器

産業参入加速化事業費というのがありまして、

医療機器産業参入加速化事業は前年に比べて

６００万円ほど予算が拡大をしているという

ことであります。

もう長くこの東九州のメディカルバレー構

想、事業を進めているわけでありますが、現

状についてどのようになっているかというこ

と。それから、今後の展望についてお聞かせ

をいただければと思います。よろしくお願い

します。

平成２２年に大分県稲垣産業集積推進室長

と宮崎県の産学官が連携いたしまして策定し

た東九州メディカルバレー構想に基づきまし

て、平成２３年度に地域活性化総合特区の指

定を受けまして、地場企業によります医療機

器の研究開発に対する支援や大分大学臨床医

工学センターの立ち上げ等によりまして、医

療機器産業の参入促進を図ってきたところで

ございます。

その結果、医療機器産業を目指す企業が増

えまして、医療機器製造登録業者数は９社１

２製造所から１７社２１製造所に増加いたし

ました。

また、産学官連携で研究開発を行った医療

機器２件が販売開始したところでございます。

総合特区計画につきましては、今年度末に

計画期間が満了するということで、新計画に

おきましては、医療機器から看護福祉機器に

も領域を拡大することとして、現在、国に更

新申請を行っているところでございます。

今後につきましては、大分県立看護科学大

学等とも連携いたしまして、看護機器を含め

ました医療機器関連産業の集積拡大を図って

まいりたいと思っております。

これによって雇用の拡大なども随小嶋委員

分図られてきたと思います。以前に比べて製

造所など増えているようでありますが、そう

いう雇用の拡大という観点での状況について

はいかがでしょうか。

それから、今後の展望についてもお聞かせ

ください。

医療機器開発等で実稲垣産業集積推進室長

際市場に出したのは、先ほど申し上げました

ように２件でございますが、それ以外にもい

ろいろの福祉関連の機器とか、そういった取

組をやっていこうという企業が今増えている

状況でございまして、市場に出したのはまだ

２件なので、雇用等の波及効果というのはそ

う多くはございませんけど、これからそれら

新しい取組をしてる企業が製品開発としまし

て、それを市場に出すことによって、今後更

にそういった医療関連関係の雇用が増えるこ

とを期待しているところでございます。

当初、この平成２２年に特区申請小嶋委員
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してこの事業が始まったときに想定をした、

構想ですから想定をしたときと現状、到達度

といいますか、事業は５年で一旦終わるんで

再申請の手続を今取ってるということのよう

ですが、当初の想定よりも進んだのか、それ

とも今そこまで入ってないとお考えなのか、

お聞かせください。

総合特区を取ったと稲垣産業集積推進室長

きの成果指標といたしまして二つございまし

て、一つは先ほど申し上げました新規医療機

器製造登録業者数といったこと、一つは医療

機器生産額と、その二つの指標がございまし

た。医療機器製造業登録者数につきましては、

目標に対しまして２１３％ということで、登

録業者数は非常に多く登録されたということ

になっておりますが、一方で医療機器生産額

につきましては、目標数値の７０％にとどま

っております。これにつきましては、医療機

器生産額を構成します生産は、主に県内に立

地します大手メーカーの生産によるところが

ございまして、海外の市場の動向とか国内市

場の動向によって目標が達成できなかったの

ではなかろうかと思っているところでござい

ます。

７３ページの働き方改革推進事業馬場委員

費について、２点お尋ねをしたいと思います。

ちょうど昨年から国も働き方改革というこ

とで、長時間労働、同一労働同一賃金、９項

目にわたって推進会議が多分持たれていると

思います。そして、昨年の電通の過労自殺以

降、社会問題化してきているのかなと思うん

ですけども、特に長時間労働について。そし

て、その部分で大分県においても労働局の調

査では、月８０時間以上の時間外・休日労働

が８３６事業所のうち２００事業所が、約２

４％が長時間の労働をしているという調査も

ありました。そこで、この多様で柔軟な働き

方の実現に向け推進会議を開くということで

この予算が提案されているんですが、その働

き方の推進会議の開催日数と、それから開催

の内容、論議する内容についてお尋ねをした

いということが１点と。

それから、その下に働き方改革推進リーダ

ー養成講座事業費というのがございますけど

も、その対象となる人と、それからこの講座

の開催日数とどのような内容をされるのかと

いうところをお尋ねしたいと思います。

働き方改革推進事業後藤雇用労働政策課長

費についてお尋ねがございました。

まず、働き方改革推進会議の今後の進め方

という部分でございますが、２９年度は具体

的な日程等はまだ決まっておりませんけども、

春から夏にかけまして、国が３月に策定をい

たします実行計画等を踏まえまして、まず会

議を開催したいと思っております。これまで

の会議での議論の内容を次年度の県政推進指

針等に反映させていきたいと考えております。

また、秋には働き方改革を県内に広げてい

くという目的で、拡大版の推進会議という位

置づけで、会議のメンバーに加えまして、県

内の経営者等を対象に、働き方改革に知見を

有する講師を招きましてセミナーを開催する

予定としております。

この会議では、長時間労働の是正を始め、

仕事と子育て、介護等が両立できる環境整備、

女性の活躍促進、時間や場所にとらわれない

柔軟な働き方、大分県の特徴でございます留

学生の活用などについて議論をしております。

会議での議論を県内の企業の働き方改革の

取組にどうつなげるかということでございま

すが、この働き方改革の会議の中で共同宣言

などを行いまして、労使双方で取り組む気運

を醸成するほか、働き方改革の好事例、先行

事例を広く収集をいたしまして、県内企業に

普及、浸透させていきたいと考えております。

続きまして、働き方改革推進リーダー養成

講座の件でございますが、この講座の対象は、

企業で中心となって働き方改革に取り組むリ

ーダーとなり得る経営者や人事担当者などを

対象にしておりまして、来年度２９年度は大

分市と県北地域の２か所で開催を予定してお

ります。

この講座は、１か所当たり定員は３０名と

いうことで、３回開催をすることにしており
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ます。内容は、３回の中で、まず、ワーク・

ライフ・バランスの推進の理解を深めていた

だいて、それぞれの会社で具体的な課題の洗

い出しと対応策について学んでいただくこと

としております。その上で、ワーク・ライフ

・バランス推進の具体的な導入計画の策定を

していただくとともに、その導入した計画が

その会社に定着をするためのノウハウを含め

て習得をしてもらうなど、実践的な取組につ

ながる内容としております。

先ほどの推進改革会議では、今年馬場委員

度もう持たれていると思うんですが、その中

で主な話し合われた内容がもし分かればお願

いしたいのと、それから、これからこの会議

の中で多様な働き方というのが中心になって

くるのかも分かりませんけども、長時間労働

とか同一労働同一賃金とか、特に長時間労働

の部分についてもこの会議の中で一つの柱と

しては話し合われるのかどうか、お尋ねいた

します。

この働き方改革推進後藤雇用労働政策課長

会議でございますが、１２月に立ち上げまし

て、先日２月に第２回目を開催したところで

ございます。

この会議には、経済団体の代表や連合の代

表の方、それから働き方改革に取り組んでい

らっしゃいます女性の経営者等も参加をして

いただいておりまして、まず１回目の会議で

は、それぞれの立場から働き方改革に関する

御意見等を頂戴したところでございます。企

業の皆様からは、具体的な取組内容について

も御報告をいただいたところでございます。

２回目につきましては、長時間労働の是正

というのをテーマにいろいろ皆様方から御意

見を頂戴いたしました。

今後、先ほど申し上げました仕事、子育て

の両立支援であるとか、女性の活躍、柔軟な

働き方等につきましては、次回の会議で、内

容的には関連する内容でございますので、一

括して議論をしていきたいと考えております。

是非、県内に広めていくというこ馬場委員

ともとても大切だと思いますので、その中で、

いろんな事例、いろんな事業所があると思い

ますが、特にそういうのを長時間労働につい

ての取組をされている企業さんの事例とか特

に広めていただければと思います。

予算概要資料の４８ページの中ほど森委員

にあります情報セキュリティ対策高度化事業

費についてお尋ねします。

今回情報政策課におかれましては、ＯＩＴ

Ａ４．０の基盤となるＩＴ人材の育成など積

極的な予算を組まれておりまして、前年度に

比べて１２５％ということになっているんで

すけども、その中でこの事業費が前年度より

１億８千万円ほど伸びているのに関連してお

尋ねいたします。

この中、事業概要欄にございますように、

電子計算機等賃借料２億５９２万７千円とい

う予算が計上されております。この内容に関

してなんですけども、その次のページの一番

上に電子計算組織運営費の中にも同じように

事業概要のところに電子計算機等賃借料２億

３０２万８千円というような予算がございま

す。これの関連性を教えていただきたいのと、

今回の高度化事業における約２億円が今後、

継続的な経費として必要になるのかどうか。

あわせて、その事業の財源の中に諸収入１億

３千万円ほどが計上されてますけども、この

考え方についても教えていただきたいと思い

ます。

情報セキュリティ対策高工藤情報政策課長

度化事業費につきまして電子計算機賃借料の

内容と、４９ページの電子計算組織運営費に

おける電子計算機賃借料との関係でございま

すけれども、まず、情報セキュリティ対策高

度化事業における電子計算機の賃借料は、日

本年金機構の個人情報漏えいでありますとか、

マイナンバー制度のスタートを背景にしまし

て、地方自治体が全国一斉でセキュリティー

対策の強化に乗り出しておりまして、それに

伴う経費でございます。具体的には庁内ネッ

トワークを分離いたしまして、職員が安全に

インターネットを利用できる環境を構築する

ために導入した機器等の賃借料になります。
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４９ページのものは、これまでもずっと計

上してきたんですけど、税あるいは給与など、

従来から県庁内で運営をしている各種システ

ムに関する機器の賃借料ということになりま

す。

それで、情報セキュリティ対策高度化事業

につきましては、この基盤を今年構築いたし

ましたので、今度も継続して計上させていた

だくというようなことになろうかと思います。

それと、諸収入の内容ですけれども、この

インターネット分離に伴う安全なインターネ

ット閲覧環境の基盤は、県内の１４市町村と

協働で調達しておりますので、その市町村か

ら負担金を毎年頂くことになりますので、そ

の金額がここに計上されるというようなこと

になります。

セキュリティー対策、大切だと思い森委員

ます。

もう一度確認なんですけども、新たに今年

度から市町村及び県で、県で言うとこの２億

円の計上が必要になるということでよろしい

んでしょうか。

はい、そのようになって工藤情報政策課長

おります。

先ほど桑原委員からありましたモバ森委員

イルワークなどの導入含めて、こういったセ

キュリティー対策を採った上でそれが県庁内

の労働生産性に資するような形に、仕組み作

りをしていただきたいと思いますのと、あわ

せて、先ほど桑原委員からもございましたよ

うに、いわゆる県庁内でのＷｉ－Ｆｉという

かそういった環境自体が今構築されているの

かどうか、すみません、ちょっと追加ですけ

ども質問させていただいてよろしいでしょう

か。

Ｗｉ－Ｆｉにつきまして、工藤情報政策課長

昨年度、県有施設では大銀ドームと県立美術

館に整備いたしております。それで、県庁舎

の中には、まだそういったＷｉ－Ｆｉの環境

は整備されておりません。

以上で事前通告者の質疑を終土居副委員長

了いたしました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いしま

す。

私は、２２ページの中小企業ＢＣ玉田委員

Ｐ策定支援事業費についてお伺いいたします。

１１８万２千円という額としては非常に小

さい額ですけれども、とっても大事な事業で

はないかなと思っておりますが、まず、これ

セミナーの開催２回開催して、パンフレット

を３千枚程度作成するんだという話を伺って

ますけれども、大体今年度何社ぐらい策定見

込み、策定してもらうというそういう見込み

で取り組むのでしょうか。それが一つ。

それから、融資の関係でやっぱり新規でＢ

ＣＰ策定したところについては、新規の融資

が組まれてますけれども、そういう意味で、

県が独自にどういう業種について優先的にＢ

ＣＰのこのアプローチをかけていくとか、そ

ういうこともお考えなのか、その２点につい

て、まずお伺いします。

２２ページのＢＣ佐藤経営創造・金融課長

Ｐ策定支援事業費についての何社ほど目標か

ということと、ＢＣＰの融資と支援を含めて

どういった業種について優先的に県としてＢ

ＣＰの策定をしてもらうような方向性を持っ

ているかということの御質問だったと思いま

す。

まず、何社かということなんですけども、

非常にＢＣＰの策定というのは大事だと思っ

ておりまして、強靱化アクションプランとい

う中で、元々全体の２０％程度の策定という

ことで目標を立てておりました。２０％につ

いては今の段階でクリアできておりまして、

今年度アクションプランについて改正をいた

しまして、今３０％ということで全体の見込

みを立てております。毎年商工労働部でまず

５００社訪問というのを行っておりまして、

その中についてもこういった形のＢＣＰ、皆

さんの意向調査とかも行っておりますけども、

そういう中で見ると、まず１０％と見れば、

まず５０社ぐらいは策定をさせていただきた

いなと思ってます。

それともう一つ、どういった業種というこ
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となんですけども、やはりどの業種について

もＢＣＰの策定というのは大事なことだと思

っておりますので、特段業種を優先的にとい

うことは今のところは考えておりません。

それで、このＢＣＰについては、玉田委員

計画を策定するということがまず一つの大き

なプロセスですけれども、何かあったときに

やはりそれが機能するかということが大きな

目的だと思います。

以前何かの機会のときに、昨年の熊本・大

分地震の際に、ＢＣＰ策定していた企業がＢ

ＣＰ、これ機能したかどうかというのを検証

はされたらどうかという話をしましたけれど

も、してるかどうかは別として、今回の事業

の中で、例えば熊本地震の被害を受けた熊本

の企業、あるいはいろんな施設についてのＢ

ＣＰの検証を熊本側の方から話を聞いたり、

情報を入手して、そしてこの事業について今

年度生かすとか、そういうふうなことってい

うのは考えられているんでしょうか。

今年も協定を結ん佐藤経営創造・金融課長

でる東京海上日動保険の方で研修会を行いま

して、その中でも東日本での実際の状況とか

について、県内のＢＣＰを策定してる企業の

状況とかについてお話をいただいたんですけ

ども、来年度行うに当たっては是非、委員お

っしゃったとおり、熊本等での実体験の中に

基づく必要性について話していただくことも

大事だと思いますので、前向きに考えたいと

思っております。

是非その辺も含めて、経験したと玉田委員

ころに倣って、そしてまたすばらしい計画を

立てて、それがまた機能するようにお願いし

たいと思います。

先ほど木付委員が質問された６６原田委員

ページの離島等サテライトオフィス整備推進

事業費について、答弁がちょっと意味が分か

らなかったので確認したいんですが、いわゆ

るこの事業はこれから各自治体に手を挙げて

もらって、それに対して事業を進めていくと

いうことでよろしいんでしょうか。

はい。おっしゃると河野企業立地推進課長

おりでございまして、これから公募をかけて、

市町村に手を挙げていただいて、その中から

選定をしていくということを考えております。

説明書の中には、補助率が離島等原田委員

３分の２、その他、財政力指数０．６７未満

の市町村は２分の１とありますが、財政力指

数０．６７未満の市町村、県内ではどういっ

たところが該当するんでしょうか。

財政力指数につきま河野企業立地推進課長

しては、これは実は企業立地促進法の省令で、

立地企業に対する地方税の課税免除などを行

った場合の減収補填の対象自治体ということ

で定められております。その値をそのまま準

用しておるわけでありますけれども、県内に

おいてこれに該当しないのは大分市だけでご

ざいます。

ほかに御質疑のある方、挙手土居副委員長

をお願いします。

ほかに質疑はございませんか。

１点だけお願いします。戸高委員

３６ページの循環型環境産業創出事業費な

んですが、これの２８年度の実績、要するに

事業化例をちょっとお聞きしたいのと、販路

拡大の補助が追加をされていますけど、その

背景をちょっと１点お願いします。

循環型環境産業創出事業工藤工業振興課長

費、二つ御質問をいただいております。

まず、実績でございますが、２８年度、９

件採択をしておりまして、焼却灰の石こうボ

ードと併せましてリサイクルをする事業とか、

あるいは植物性残渣の発生を抑えるための機

械の購入とか、そういった３Ｒと言いましょ

うか、発生抑制とかリサイクルとか、そうい

った事業に資する設備に対する補助を行って

いるところでございまして、補助率は２分の

１という形になっております。

それから、２９年度、販売促進の事業を新

たに設けるようにしております。今やってお

ります事業につきましては、県内の事業者が

３Ｒに資する事業をする設備に対する事業だ

けでございまして、その３Ｒによりできまし

たリサイクルの商品をより販売促進すること
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で、更に循環型を進めることができるのでは

ないかということで、今現在、企業様が展示

会、エコ商品を集めた展示会とかに出展する

費用を３０万円を限度に５社ほど補助してい

きたいと考えております。

よろしいですか。土居副委員長

ほかに御質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですの土居副委員長

で、これをもって商工労働関係予算に対する

質疑を終わります。

御協力ありがとうございました。

暫時休憩します。

午前１１時４６分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 １分 再開

休憩前に引き続き、委員会を開き嶋委員長

ます。

これより福祉保健部関係予算の審査に入り

ますが、説明は主要な事業及び新規事業に限

り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

福祉保健部関係

それでは、福祉保健部関係予算に嶋委員長

ついて執行部の説明を求めます。

福祉保健部で御審議いた草野福祉保健部長

だきます予算議案は、第１号議案と第３号議

案の合計２議案でございます。

それではまず、第１号議案平成２９年度大

分県一般会計予算のうち、福祉保健部関係に

つきまして説明を申し上げます。

お手元の平成２９年度福祉保健部予算概要

の１ページをお開きください。

当部では、平成２９年度県政推進指針に基

づき、１子育て満足度日本一の実現、２健康

寿命日本一の実現、２ページに移りまして、

３障がい者が地域で暮らし働ける社会づくり

の推進、４地域社会の再構築、５危機管理体

制の充実の五つの政策について事業を展開す

ることとしています。

続きまして、歳出予算の概要について説明

申し上げます。

５ページをお開きください。

今回計上しています平成２９年度当初予算

案の福祉保健部一般会計は、上の表の左から

２番目の予算額（Ａ）のうち、福祉保健部①

の計の欄にありますように、９８３億２，０

１７万５千円でございます。

これを２８年度当初予算額（Ｂ）と比較し

ますと４３億２，４１３万５千円、率にして

４．６％の増となっています。これは社会保

障費の自然増に加え、三つの日本一の実現に

向け、積極的な事業展開を図ったこと等によ

るものでございます。

それでは、重点事業・新規事業の主なもの

につきまして、県政推進指針の政策に沿って

説明申し上げます。

７５ページをお開きください。

まず、子育て満足度日本一の実現について

です。

県では、これまでも安心して子供を産み育

てられる大分県づくりに向け、出会いから結

婚、妊娠、出産、子育ての段階に至る切れ目

のない支援に取り組んできたところです。

そうした中で昨年来、全国的にも待機児童

の問題が大きく取り上げられ、本県において

もその解消が喫緊の課題となっています。

事業名欄一番下の保育所運営費３４億３，

８２５万５千円でございます。保育所等の運

営に要する経費を負担するこの事業では、事

業概要欄三つ目の二重丸にありますように、

待機児童の解消に向け保育士等の処遇改善に

対する負担金を措置することとしています。

具体的には、給与の２％、月額６千円程度の

処遇改善に加え、経験年数に応じた加算を行

うものです。

また、一番下の二重丸、幼児教育の段階的

無償化に対する負担金は、子育てに係る経済

的な負担を軽減するため、市町村民税非課税

世帯の第２子保育料無償化などに係る費用の

一部を負担するものです。

次の７６ページをお開きください。

事業名欄一番上の認定こども園運営費２５
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億４，２３０万円ですが、事業概要欄三つ目

の二重丸にありますように、認定こども園に

ついても保育所と同様に職員の処遇改善を行

うこととしています。

次の７７ページを御覧ください。

一番上の保育の資質向上事業費１，７５４

万５千円ですが、この事業では保育の多様な

ニーズに応え、サービスの向上を図るため、

保育士などに対する専門研修を実施します。

一番上の二重丸、保育コーディネーター研

修事業では、医療・保健等に精通した保育士

の養成研修や、研修を終えた修了生に対する

フォローアップ研修を新たに実施するととも

に、二つ目の二重丸にある保育人材キャリア

アップ研修は、先ほど御説明した経験年数に

応じた処遇改善のための加算要件となる研修

と位置付けることとしています。

続きまして、７８ページをお開きください。

国の掲げる１億総活躍社会の実現に向け、

女性の活躍を推進する上でも子育てと仕事の

両立を図ることが重要です。特に、子供の急

な発病時に受皿となる病児保育には、おおい

た子ども・子育て応援県民会議において、そ

の充実に対する切実な声が上がってきたとこ

ろです。

一番下の病児保育充実支援事業費１億４，

３２２万４千円では、病児保育施設の充実に

加え、職員向け研修等を実施し、病児保育の

量の拡大と質の向上を図ります。

一つ目の二重丸、病児保育施設整備費補助

事業では、新年度に創設及び定員拡大を行う

６施設の施設整備費を助成します。その結果、

二つ目の二重丸、病児保育施設運営費補助事

業にありますように、県内２９施設に対する

運営費補助を行うことになります。

また、三つ目の二重丸、病児・病後児保育

研修事業は、病児保育従事者の資質向上を図

るための研修を新たに実施するものです。

次の７９ページを御覧ください。

仕事と子育ての両立には、放課後児童クラ

ブの充実も大切です。小学校入学後に子供を

預けられなくなる小１の壁の解消に向けて、

クラブの充実のための支援を進めてまいりま

す。

下の放課後児童クラブ施設整備事業費２，

１６５万９千円では、待機児童が発生してい

る地域を中心に、６市町１２クラブの整備に

対する経費を助成します。

また、その上の放課後児童対策充実事業費

５億９，１１６万８千円では、一つ目の二重

丸、放課後児童健全育成事業で、運営費補助

の単価アップを盛り込むとともに、三つ目の

二重丸、放課後児童支援員キャリアアップ処

遇改善事業では、放課後児童支援員に対し、

勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善に対

する経費を助成します。

９０ページをお願いいたします。

子育て満足度日本一に向けては、子どもの

貧困対策の充実も欠かせません。

下の子どもの貧困対策推進体制整備事業費

２１７万３千円の二つ目の二重丸でございま

す。貧困問題を抱える子どもの支援は、現在、

各市町村の要保護児童対策地域協議会を中心

に行っていますが、これを広域的に検討する

ため、貧困問題検討会議を県内６ブロックで

開催します。

また、四つ目の二重丸では、子どもの進学

や就職を支援するため、漫画等を活用した分

かりやすい中高生向けのハンドブックを配布

し、支援制度等の周知を図ります。

５４ページにお戻りください。

続きまして、健康寿命日本一の実現につい

てです。

今議会では、議員提案の健康寿命日本一お

おいた県民運動推進条例が成立し、健康に対

する県民意識の向上に拍車がかかることが期

待されたところです。本当にありがとうござ

いました。

上のみんなで進める健康づくり事業費３，

４５３万９千円ですが、健康寿命の更なる延

伸に向けては、働き盛り世代を中心とした健

康無関心層へのアプローチを強化する必要が

あります。

一番下の二重丸、おおいた健康ポイント構
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築事業は、スマートフォン用アプリを開発し、

市町村と連携してウオーキングや健診受診な

どによって得られる健康ポイントを、協賛店

舗や企業が提供する商品と交換できる仕組み

を構築することにより、健康無関心層が無理

なく楽しみながら健康づくりに取り組むこと

ができる環境づくりを目指すものです。

６０ページをお開きください。

一昨年公表された大分県の健康寿命は、地

域包括ケアシステムの構築を推進する中で力

を入れてきた介護予防の取組の成果もあり、

大きく改善しました。

上から２番目の地域介護予防推進事業費４

９８万２千円では、住民主体による地域に根

差した介護予防の推進及び自立支援型サービ

ス事業所の育成を市町村が体系的に行えるよ

う、研修や実地支援を行います。

主なものとしましては、一つ目の二重丸、

住民参画型介護予防推進事業として、住民が

地域で介護予防に取り組む際に使用するマニ

ュアルを作成することにより、効果的な介護

予防体操等の活動を促し、住民の自発的な介

護予防の取組を推進します。

次に、６５ページをお願いします。

団塊の世代が全て後期高齢者となる２０２

５年に向け、介護人材の確保策が急務となっ

ています。

下から２番目の介護サービスクオリティ向

上事業費５００万円では、介護サービス事業

所に外部の専門家を派遣することで業務に係

る課題を抽出し、見直し計画を策定の上、改

善効果を測定することで事業所の業務効率化

を図るとともに、改善内容を他の事業所に周

知することにより、県内事業所全体の業務効

率化を推進します。

２６ページにお戻りいただきたいと思いま

す。

医療サービスの充実の分野です。

一番下の地域医療教育・研修推進事業費４，

５６４万円は、地域における医師不足に対応

するため、大分大学医学部と連携して、地域

医療を担う医師の確保を図るものです。

具体的には、一つ目の二重丸、地域医療支

援センター運営委託の新たな取組として、県

外の医学生を対象とした県内臨床研修病院見

学バスツアーや関東在住の県出身医師等の交

流会などを通じて、医師のＵＩＪターンを促

進します。

３０ページをお開きください。

一番上の地域医療介護総合確保施設設備整

備事業費１億４，８０３万９千円です。

この事業は、効率的かつ質の高い医療提供

体制を構築するため、地域医療介護総合確保

基金を活用し、医療機関が行う施設・設備整

備等に対して助成するものです。

一つ目の二重丸、回復期病棟等施設設備整

備事業では、回復期病棟やリハビリテーショ

ン施設等を整備する経費について助成します。

病床の機能転換は、地域医療構想の実現に向

けて重点的に取り組むべき課題であり、本事

業により５病院、１４８床で病床の機能転換

が予定されています。

続きまして、５５ページをお願いいたしま

す。

障がい者が地域で暮らし働ける社会づくり

の推進についてです。

本県の障がい児者に対する高次歯科診療は、

対応できる医療機関が１か所のみであり、受

診機会の拡大が長年の懸案となっておりまし

た。そこで、一番上の障がい児者歯科診療体

制強化事業費３，０４８万円は、県歯科医師

会が高次歯科医療機関を設置することとした

ため、県としてもその施設整備等に対し補助

するものです。

また、二つ目の二重丸では、一般の歯科診

療所でもかかりつけ医として障がい児者に対

応できるよう、歯科医師、歯科衛生士を対象

に臨床に即した研修を実施します。

１０３ページをお開きください。

昨年の障害者差別解消法及び障がいのある

人もない人も心豊かに暮らせる大分県づくり

条例の施行に伴い、障がい者に対する県民の

理解促進や合理的配慮の提供等に係る環境整

備が求められています。
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一番上の障がい者差別解消・権利擁護推進

事業費８３９万８千円では、三つ目の二重丸、

遠隔手話通訳推進事業として、聴覚障がい者

のためのタブレット端末を県庁舎別館と県立

病院に配備し、テレビ電話を利用した遠隔手

話通訳のサービスを開始します。

また、四つ目の二重丸では、外見では分か

りにくい内部障がいのある方等が、必要な支

援や配慮を受けやすくするためのヘルプカー

ドを新たに作成し、市町村の窓口等で配布し

ます。

１１３ページをお開きください。

障がい者に対する支援では、精神科救急医

療体制の整備も重要な課題です。

２番目の精神科救急医療システム整備事業

費３，１５６万６千円は、夜間・休日を中心

とした緊急の精神医療相談や医療機関での受

診及び入院など、精神科救急医療の体制を確

保するものです。

主なものとしましては、一つ目の二重丸の

一番上のポツにありますように、新年度から

は精神障がい者及びその家族等からの電話相

談に２４時間対応できる体制を整備します。

１１７ページをお開きください。

本県が目指す三つの日本一の一つ、障がい

者雇用率の推進です。

障がい者就労環境づくり推進事業費２，５

６９万円は、県内民間企業等での障がい者雇

用を促進するため、障害者就業・生活支援セ

ンターなどに障がい者雇用アドバイザーを配

置するものです。

平成３０年度から障害者雇用促進法改正に

伴う法定雇用率が、現行の２．０％から０．

何ポイントかの引上げが予定されており、今

後、障がい者雇用を義務付けられる企業の数

が増えることが予想されることから、一つ目

の二重丸にありますように、現在配置してい

る３名のアドバイザーを６名に倍増し、全て

の業種における障がい者雇用の促進や福祉的

就労事業所での人材掘り起こしの強化を図り

ます。

１２ページにお戻りください。

上から３番目の地域のつながり応援事業費

１，３３６万４千円ですが、大分県地域福祉

基本計画に基づき、誰もがどこでも個人とし

て尊重され、人と人とのつながりを感じるこ

とができる地域社会の実現を目指し、地域住

民、福祉保健関係団体、行政が一体となって

取組を進めています。

孤立ゼロ社会の実現に向け、市町村や県・

市町村社会福祉協議会と協働して取り組み、

地域のつながりの再構築を図るものです。

一つ目の二重丸では、サロン活動の立ち上

げや拡充に対する支援を引き続き行い、２番

目の二重丸で、判断能力が不十分な方を支援

するため、複数の市町村域をカバーする権利

擁護センターのモデルの立ち上げ支援を行い、

成年後見制度の推進を図ります。

最後に、危機管理体制の充実についてです。

昨年４月に発生した熊本地震の検証結果を

踏まえ、南海トラフ地震等大規模災害時の対

策を強化します。

同じページの一つ上、福祉避難所体制強化

事業費４，５１７万６千円では、災害発生時

に福祉避難所の的確な開設・運営が行えるよ

う、一つ目の二重丸で備蓄物資の整備に要し

た経費の一部を助成するとともに、二つ目の

二重丸では、既存マニュアルの見直しや市町

村及び福祉施設職員等を対象とした研修会を

実施し、２次避難所となる福祉避難所の体制

強化を図ります。

次に、２０ページをお開きください。

備蓄物資管理費１億１，８５４万５千円で

す。備蓄物資の計画的拡充を着実に進めると

ともに、熊本地震を踏まえた物資の追加整備

を行います。

具体的には、一つ目の二重丸の二つ目のポ

ツにありますように、見直しによる追加分と

して、ブルーシートなどを新たに整備するこ

とにより、大規模災害時に備えた備蓄物資の

充実を図ります。

以上で一般会計予算の説明を終わらせてい

ただきます。

続いて、特別会計予算につきまして、説明
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を申し上げます。

１１９ページをお開きください。

第３号議案平成２９年度大分県母子父子寡

婦福祉資金特別会計予算でございます。

この事業は、母子・父子家庭等に対し、生

活の安定と自立促進を図るため、修学資金な

ど計１２種類の資金を無利子又は低利子で貸

し付けるもので、歳入、歳出ともそれぞれ１

億６，６７１万３千円を計上しております。

まず、歳入につきましては、左端の項・目

欄の２繰越金の１繰越金９，３２５万円と、

その下、３諸収入のうち、貸付世帯からの償

還金であります、１貸付金元利収入６，６９

９万６千円が主なものでございます。

次の１２０ページを御覧ください。

次に、歳出についてですが、母子父子寡婦

福祉資金貸付金のうち、右側の事業概要欄に

ありますように、ひとり親家庭等に対し必要

な貸付けを行うための貸付金１億６，０２９

万４千円が主なものでございます。

以上をもちまして福祉保健部関係の一般会

計、特別会計予算の説明を終わらせていただ

きます。御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。

以上で説明は終わりました。嶋委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さ

んに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に

答弁願います。

事前の通告者が１０名おります。

時間も限られておりますので、円滑な進行

に御協力を頂きたいと思います。

それでは、順次指名してまいります。

予算概要の７５ページの保育所運守永委員

営費、そして、７６ページの認定こども園運

営費についてです。それぞれの事業で幼児教

育の段階的無償化に対する負担金とあるわけ

なんですが、先ほどの事業説明の中でも第２

子に対する無償化というお話もあったわけで

すが、具体的に対象者が何人ぐらいを想定し

て試算をされているのか。また、待機児童が

いなくなったときにどの程度まで膨らむのか、

そういったものがもし分かれば教えていただ

きたいと思いますのと、あと、今後どのよう

な段階を踏んでいく予定なのか、将来的に全

員無償といったことを想定しているのか、そ

の辺を教えてください。

幼児教育の段階的無二日市こども未来課長

償化について御質問を頂きました。

国では、幼児期の教育は生涯に渡る人格形

成の基礎を培う重要なものであり、全ての子

どもに質の高い幼児教育を保障するため、幼

児教育の無償化に向けた取組を段階的に推進

するとして、平成２５年以降、毎年、関係閣

僚・与党実務者連絡会議による幼児教育無償

化に関する方針というのを発表されています。

平成２８年度は、市町村民税非課税世帯の

第２子のうち、ひとり親世帯等の保育料の保

護者負担の無償化が実施されました。国の２

９年度当初予算案では、一つには、ひとり親

世帯等だけでなく全ての市町村民税非課税世

帯の第２子の保育料の保護者負担の無償化と、

もう一つ、市町村民税所得割課税額が７万７，

１００円以下の世帯の保護者負担軽減の拡大

が盛り込まれています。

保育所運営費や認定こども園の運営費は、

保育所や認定こども園の施設型給付費の県負

担分を支給するものでありますので、保護者

負担が減ることに伴って、施設型給付費が増

加するため、その県負担分となる４分の１を

予算計上しているわけです。対象者などの人

数については、現況から予測して計算上の数

字で出しております。

幼児教育の無償化の今後についてでござい

ますが、国はニッポン一億総活躍プランにお

いても、財源を確保しながら段階的に進める

としております。今後の対象範囲とか内容に

ついては明らかにされておりませんが、幼児

教育無償化に向けた取組が今後も財源を考慮

しながら進むものと考えております。

大体の進め方、概要というのは分守永委員

かったんですが、具体的に想定した数が何人

というのが分かれば教えていただきたいのと、
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あと、財源としては一般財源が充てられてい

るわけですけども、国の方針に基づく中で、

国の負担というのは一般財源の中に組み込ま

れてきているのかどうか、分かれば教えてく

ださい。

先ほど申し上げまし二日市こども未来課長

たように、県の負担分は４分の１で、県は県

で直接市町村に対して交付します。国は国で、

また直接交付するということになります。

それから、対象人数でございますが、調べ

まして後ほど。

よろしいですか。（「はい」と言嶋委員長

う者あり。）

まず、概要書の４３ページ、国保の堤委員

広域化推進事業についてです。

平成３０年度から広域化の予定ですけども、

厚労省の通達によっても一般会計からの繰入

れをさせないようにしてると。これ広域化さ

れれば、かなり値段も、国保税も上がってく

るんではないかというのが危惧をされます。

今でも滞納とか差押え等も発生してるんです

けども、こういう現状をどう考えているのか

と。また、備考欄の中には徴収職員のスキル

アップ研修を実施すると言ってますけども、

強引な差押えが起きないかというのが非常に

心配なんですが、そこら辺をどう考えている

のか、１点。

次、７６ページの保育士確保対策事業費、

これ説明欄の保育士資格を有しない者に対す

る子育て支援員研修会の実施とありますが、

保育士の確保は厳しいといって安易に無資格

者を雇用するのはちょっと問題があるんでは

ないかなと思うんですけども、どのような研

修をとるのかと。また、処遇改善等いろいろ

書かれてますけども、これ質疑でも若干聞き

ましたけど、２９年度予算で保育士さんの処

遇改善がどのような形になるのか、金額が分

かれば、それを教えて。

三つ目が概要書の８１ページ、子ども医療

費の助成制度についてですね。子ども医療費

助成制度について、部長は第４回定例会の中

でも、子どもの数にすると８割近くとなる比

較的人口規模の大きな残りの９市町では、財

政負担や小児の医療体制への影響等を鑑み、

実施してない状況で、慎重に検討する必要が

あるというふうに答弁をされております。こ

の９市町の意向というのは調査をしてるんで

しょうか。また、慎重に検討するというのは、

どういう意味で検討するのか。

最後に、１０６ページの身体障がい者福祉

運営対策事業費について、これ教育委員会と

かの児童虐待等については第三者委員会を設

置をして検証をきちっとしてるんですけども、

障がい者施設で虐待だとか、また、死亡事故

に対する調査をする専門的な機関というのが

ないわけですね。第三者委員会等の設置など、

今後、検討すべきと考えますけども、どうか

と。

あと、施設などへの指導監督はどこまで権

限が県にあるのか、この点についてお伺いを

いたします。

国民健康保険の広域化後の幸国保医療室長

一般会計からの繰入れ、それと徴収職員に対

するスキルアップ研修について御質問を頂き

ました。

最初の一般会計からの繰入れにつきまして

は、平成３０年からの国保広域化後におきま

しても、全て削減解消されるものではなく、

これまでどおり保険事業や地方単独医療費助

成事業、こういったものに関しましては、引

き続き継続されることとなっております。

一方、決算補填や被保険者の税負担軽減な

どを目的としました法定外繰入れにつきまし

ては、国は段階的な削減、解消を求めており

ます。そのため、全国ベースで１，７００億

円の公費拡充がなることとなっております。

もう１点、徴収スキルアップ研修でござい

ますけれども、委員御指摘の研修につきまし

ては、収納率の向上に向けて収納対策アドバ

イザーによります事例紹介を通じた市町村徴

収職員の資質向上を図るものでございます。

これまで保険税徴収に当たりましては、県

としては市町村に対しまして保険税の軽減や

減免制度による救済に配慮するとともに、滞
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納者への十分な納付相談や納付指導に努める

よう助言を行っているところでございます。

本研修会の開催に当たりましても、被保険

者に対しまして強引な対応を行うことがない

よう、改めて周知したいと考えております。

子育て支援員につい二日市こども未来課長

て御質問を頂きました。

国の保育士配置要件の弾力化を受けまして、

本県でも昨年３月の議会におきまして条例を

改正し、一つには、朝夕の保育士配置の要件

弾力化、二つ目に、研修代替要員等の加配人

員における保育士以外の人員配置の弾力化、

三つ目として、幼稚園教諭及び小学校教諭等

の活用が可能となったところです。

このうち、一つ目と二つ目の弾力化要件に

当たりましては、保育士資格を有しない者を

配置する場合は、子育て支援員研修を修了し

たものを活用するとしていたため、本年度か

ら子育て支援員研修を実施しているところで

す。

研修の内容についてでございますが、国が

定めた子ども子育て家庭の現状や子供、家庭、

福祉などの基本研修を８科目、８時間、乳幼

児の発達と心理や地域型保育の保育内容など

の専門研修を１７科目、２１時間行う座学に

加えまして、保育所等での保育の１日の流れ

や保育の記録、計画、保護者対応等について

学ぶ見学実習を２日間行っております。

昨年８月に行った第１期の研修の修了者１

０７人のうち７５人が既に保育従事者として

各保育所等で働いておりまして、現場からは、

子どもの受入数を増やすことができたとか、

保育士の負担軽減ができたなどの声を頂いて

おります。

なお、２９年度におきましては、２８年度

修了生を対象としたフォローアップ研修を大

分県独自に実施しまして、子育て支援員の保

育のスキル向上を図ることとしております。

続きまして、子ども医療費助成制度につい

てでございます。

平成２８年度に小中学生の通院への医療費

助成を実施していない９の市、町がございま

すが、これにつきましては調査の結果、日出

町でこの４月から医療費助成を拡大するほか、

津久見市と杵築市も２９年度中に助成拡大を

計画しているとお聞きしております。この３

つの市、町を含めると２９年度は合計１２市

町村で、子どもの数にしますと約３割の市町

村で中学生の通院まで医療費助成を行うこと

となります。

今後についてでございますが、国は自治体

の少子化対策を支援する観点から、未就学児

の医療費助成ついては平成３０年度以降、国

保国庫負担の減額措置を廃止するとしたとこ

ろです。今議会において大友議員の質問に対

して知事が答弁したように、県としては新た

な医療費助成の拡大ではなく、まずは、小児

医療体制の確保や病児保育の充実、待機児童

の早期解消、保育の質の向上など、総合的な

子育て環境の充実に向けて取り組んでまいり

たいと考えております。

身体障がい者福祉運営対髙橋障害福祉課長

策事業費につきまして、２点回答を申し上げ

ます。

まず、障がい者施設で虐待が疑われる事案

が発生した場合、一義的には市町村職員が施

設訪問し、事実確認を行うこととしておりま

す。

その際、重篤な虐待が疑われる場合など、

市町村職員だけでは対応ができないものにつ

きましては、県職員も同行し調査を行ってお

ります。

専門性に関しましては、県として厚生労働

省主催の障がい者虐待防止研修に、県職員１

名及び社会福祉士２名を派遣をし、その内容

を市町村職員に伝達研修するなど、職員の対

応力向上に努めております。

一方、県内の虐待認定件数は昨年２件でご

ざいますが、相談通報件数が増加しているこ

と、また、全国的に虐待事例の調査、対応、

検証等のため、弁護士、医師、社会福祉士等

の専門職が参加する体制が整備されている都

道府県もあることから、委員御指摘のとおり、

今後の検討課題であり、まずはそういった他
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県の取組について研究をしてまいりたいと考

えております。

それから、２点目でございます。

県の指導監督権限についてでございますが、

障害者総合支援法では、必要に応じ事業者へ

報告を求め、質問し、立入検査することがで

きる。二つ目といたしまして、事業所に対し

必要な措置をとるよう勧告し、それに従わな

い場合にはその旨を公表するほか、その勧告

に係る措置を取るべきことを命ずることがで

きる。さらに、三つ目といたしまして、この

法律に基づく命令又は処分に違反したときな

どには、指定の取消し、又は期間を定めてそ

の指定を全部若しくは一部の効力を停止する

ことができるとなっております。

保育士の処遇改善について答弁漏嶋委員長

れがありますので、再度、答弁を求めます。

失礼しました。二日市こども未来課長

２９年度当初予算に計上しております保育

士の処遇改善についてでございます。

平成２９年度から保育所、認定こども園等

に勤務する職員の全職員を対象とした２％、

月額およそ６千円程度の処遇改善がまずベー

スとして行われます。それに加えまして、キ

ャリアアップの仕組みの構築に伴い、技能、

経験を積んだ保育士等に対しての処遇改善が

別にございます。

園長及び主任保育士を除く職員全体のおお

むね３分の１程度を対象に、県が実施する研

修を受講した中堅職員、経験年数おおむね７

年以上の方に対しまして、月額４万円程度の

処遇改善、また、園長及び主任保育士を除く

職員全体のおおむね５分の１程度を対象に、

研修を受講した職員、経験年数おおむね３年

以上の職員に対しまして、月額５千円程度の

処遇改善が行われるよう予算に計上しており

ます。

再質問でそれを聞こうと思いました堤委員

けど、ありがとうございました。

国保の関係は、是非お話がよくそのとおり

されるんですよ。現場はなかなか浸透してな

いちゅうのが非常にいつも問題になってくる

もんやけんね。そこらは是非県としては、よ

く十分監視、監視というかね、会議の中だか

らそういう話をしていただきたいと、これも

強く要望しておきます。

保育士さんの関係は、この前、部長に聞い

たとおりやっぱり１０万円他産業と違うわけ

ですね。ですから、確かに国も県もそういう

点ではかなり頑張ってるんだけども、これに

ついても是非これから、これで終わりじゃな

いわけですから、保育士さんになりたいと、

なって現場で働きたいという方のために、是

非これは頑張っていただきたいと思います。

あと、専門職の関係、障がいの関係でね、

今後、検討されるちゅうんだけど、ちょっと

ごめんなさい、具体的にどのように方向とし

て検討して、いつ頃までに結論を出されるか

というのがあれば、それだけちょっと教えて

ください。

先ほど申し上げたとおり、髙橋障害福祉課長

他県におきまして、弁護士、医師、社会福祉

士の意見を聞く体制が整備されているところ

が幾つかございますので、そういったところ

の実情、取扱いの方法等につきまして研究を

してみたいと思っております。

今のところ期限はございませんけども、な

るべく速やかにそういった調査を行いまして、

実態把握に努めたいと考えております。

私からは、予算概要１２ページの木田委員

福祉避難所体制強化事業についてお尋ねいた

します。

重度障がいの方とか在宅の寝たきりの方と

かは、大災害のときは一旦は身近な避難所に

行かれて、その後、長期の避難生活となれば

福祉避難所を御利用いただくという流れにな

るんだろうと思いますけども、熊本では、今

回の地震では、なかなかその辺がうまくいか

なかったような報道もございまして、今回マ

ニュアルを大分でも全面的に見直して、利用

しやすいようにしていこうということでござ

いましょう。

備蓄物資の整備ということで約４，３００

万円予算計上されておりますが、経費の一部
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補助ということですけども、福祉避難所側が

経費負担するようなこともあるのかどうか、

補助残についてはもう市町村で負担するから

施設側が負担することはないんですよという

ことなのか、その辺を教えていただきたいの

と、備蓄する物資の種類とか分量、そういっ

たものに対する基準とか、目安とか、それは

県で決めるのか、それは市町村それぞれで決

めていくのか、その辺を教えていただきたい

と思います。

福祉避難所体制強化大戸地域福祉推進室長

事業の備蓄物資整備について２点御質問を頂

きました。

まず、経費の負担についてでございますが、

この事業につきましては、実施主体である市

町村に対して補助をするものでございまして、

福祉避難所となる施設側の負担はございませ

ん。各福祉避難所に配備する物資等の購入に

要した経費について、県が市町村に対して補

助するもので、負担割合は市町村が３分の１、

県が３分の２となっているものでございます。

次に、備蓄物資の種類や分量の基準につい

てでございます。まず、備蓄物資の種類につ

いてですけれども、福祉避難所に避難された

要配慮者等のプライバシー確保のためのパー

テイションや生活環境を整えるための段ボー

ルベッド等の福祉避難所が必要とする物品に

ついて、購入経費について補助対象としてい

ます。食料品や飲料水等は、県、市町村の備

蓄分を提供することとなります。

また、分量についてでございますけれども、

それぞれの福祉避難所の受入れ可能人数を基

準として補助する予定としております。

よく分かりました。ありがとうご木田委員

ざいます。

一旦、今回整備するのは、そういった生活

関連のものが多いようでありますけれども、

今後、一旦今回物資を配置するとして、更新

といったことが今後起こってくるとは思うん

ですけども、それについても今回と同じよう

な補助といった形式で今後も自治体が負担し

ながら福祉避難所のそういった備蓄物資を整

備していくということになるのか、教えてい

ただきたいと思います。

更新に係る経費につ大戸地域福祉推進室長

いてでございます。

福祉避難所に必要な備蓄物資については、

本来設置主体である市町村が整備する役割を

担っているところですけれども、現状、整備

が進んでいないことから、今回福祉避難所と

して必要な物品の初度購入に係る経費につい

て、市町村に対して補助をすることとしたも

のでございます。更新経費については、市町

村が備蓄している他の物資と同様に、市町村

の経費で更新をすることとなります。

今後、災害に備えて、安心して利木田委員

用できるということと、やっぱり福祉避難所

も、安心してというか、しっかり受入れがで

きるというような体制は是非お願いしたいと

思います。

ありがとうございました。

医師の確保対策についてお伺いい藤田委員

たします。

予算概要の２６ページにはおおいた医学生

修学サポート事業、更に２７ページにへき地

医療対策事業、また２８ページには小児救急

医療体制整備推進事業、そして２９ページに

は地域医療従事者確保・養成事業と、医師確

保に関わる事業、３億円以上の各事業が組ま

れてるわけですけども、こうしたへき地、そ

して、小児科、産婦人科など、地域医療を支

える医師確保対策の各事業の取組の詳細と、

これまでの成果についてお伺いします。

また、次年度の取組の特徴と今後、これら

の事業で期待できる成果について、併せてお

伺いします。

委員からは、おおいた医廣瀬医療政策課長

学生修学サポート事業などの医師確保対策各

事業の取組の詳細とこれまでの成果について、

そして次年度取組の特徴ですとか、期待でき

る成果について御質問を頂きました。

まず、地域医療を担う医師を確保するため

には、医師をしっかりと育成しまして、県内

定着を図ることが最も効果的な方策だと考え
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ております。

このために、２６ページにありますような、

おおいた医学生修学サポート事業並びに、同

じページの医師充足対策事業で自治医科大学

に加え、大分大学医学部に１学年１３名の地

域枠を設けまして、将来の地域医療を担う医

師の養成を行っているところでございます。

地域枠卒業医師は、現在、臨床研修を修了

した医師７名が県内で勤務していますけれど

も、今後も順次勤務を開始しまして、平成３

５年度からは８０名を超える医師が県内に勤

務する見通しでございます。自治医科大学卒

業医師の派遣と併せまして、地域の医師不足

は着実に解消されていくものと考えていると

ころです。

中でも、特に地域で医師不足となっていま

す小児科ですとか産婦人科の医師確保対策と

して、２６ページ、医師確保総合対策事業、

同じページのおおいた地域医療支援システム

構築事業、並びに次の２７ページの医療機関

医師等支援事業で、地域の中核病院に勤務し

ます医師の国内外研修費用の支援ですとか、

大学と連携した小児科や産婦人科の教育研修

体制の構築、分娩取扱い医療機関の分娩手当

に対する助成など、地域の小児科、産婦人科

医の医療体制の整備を図っているところです。

これまでに県外の大学の医局から派遣を含

む２７名が県内の小児科等に勤務し、研修費

用の支援を受けながら国内外での研修を実施

しているところでございます。

また、おおいた地域医療支援システム構築

事業では、小児科医師５名、産婦人科医師３

名を中津市民病院などの地域の病院に派遣す

ることとしております。

分娩取扱い医療機関に対する分娩手当の助

成は、今年度は２８施設に助成しているとこ

ろでございます。

そのほかに、２９ページの地域医療従事者

確保・養成事業で、医療機関の勤務環境の改

善ですとか、医療従事者の養成などを支援す

るとともに、ちょっと戻りますけれども、２

７ページのへき地医療対策事業としてへき地

医療拠点病院が行いますへき地医療活動や診

療応援に対する支援、同じページの医療機関

医師等支援事業として、女性医師の育休から

の復職、キャリアアップの支援ための取組に

対して助成を行っているところでございます。

また、そうした医師確保定着対策の基で、

体系的、効果的な小児救急医療体制の整備も

行っているところです。

２８ページにあります小児救急医療体制整

備推進事業で、小児初期救急や小児救急重症

患者を受け入れる２次救急病院の運営費に対

する補助を行っているほか、まずは保護者の

不安を解消しまして、受診が必要な患者がス

ムーズに医療機関につながるよう、子供救急

電話相談事業を実施し、事前のトリアージも

行っているところです。

最後に、次年度の取組の特徴と、今後、期

待できる成果についてですけれども、来年度

新年度は、２６ページにございます地域医療

教育・研修推進事業の中で、医師のＵＩＪタ

ーンを促進するために、県外の医学生を対象

とした臨床研修病院見学バスツアーや関東在

住の大分県出身医師・医学生交流会の開催な

どを通じまして、県外の医学生や医師に対し、

県内での臨床研修や就職等を働きかける取組

を強化することにしておりまして、これまで

の取組に加えまして、県内、県外の両面から

医師確保の取組を進めたいと思っております。

事業効果といたしましては、臨床研修医や

県外から即戦力となる医師の確保に積極的に

取り組むことにより、地域の中核病院等の医

師の確保が促進されると考えているところで

ございます。

今の御説明をお伺いをして、大分藤田委員

大学等で地元で頑張っていただける医師を育

成をして、その数を増やしていくという方向

性と、また、様々な事業を通じて各地域の中

核病院の方に医師を供給できる体制を作って

いくということだったと思うんですけども、

一方、昨年の衛藤議員の質問や大友議員の質

問の中では、特に地域の医療を担っている開

業医の方々の廃業が危惧されているというこ
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ともございました。この一連の取組の中で、

例えば地域で頑張っておられる、廃業されよ

うと思ってるような病院を、医院を維持する

ための枠組みというものがこの中に考えられ

ているのかどうか、それを一つお伺いしたい

と思います。

そして、小児科、産婦人科ということで科

目について、診療科目が、これもかなり数が

不足しているというか、偏在があるというふ

うに考えるんですけれども、大分の中で確保

された医師をそういった小児科や産婦人科、

とりわけ地域の開業医の後継者として結びつ

けるような施策というのは何かないのかとい

うことですね。

それと、ＵＩＪターンについては、実は１

月に東京にある医師転職支援サービスをやっ

ている民間会社にちょっとお話を伺いに行っ

てきました。ここの会社では年間６００名以

上の、特に都市部で働いてるお医者さんが地

方に移るということで、その支援をされてい

るということだったんですけども、特に、そ

ちらにもやっぱり各自治体からいろいろとリ

クエストが入っているそうで、臨床研修医の

募集、見学会とかイベントの開催、それから

公立病院の求人広告の作成等も取り扱ってい

るということでした。

今回、大分大学を拠点としてのＵＩＪター

ン、大分大学を中心とした人脈でのＵＩＪタ

ーンについても御意見を伺ったんですけども、

確かに間口を広げていくことにはつながるだ

ろうけども、一方で、やっぱり大分医大を卒

業して全国に行かれてる方にとっては、一度

やはり医局にとどまるようにと言われたのを

蹴って県外に出ていっているので、なかなか

戻って来づらいんじゃないでしょうかねとい

うような御意見もいただいたんですが、そう

いった民間との連携というのは考えられてい

るのかどうか、お伺いします。

まず、小児科、産婦人科廣瀬医療政策課長

の偏在対策ということなんですが、やはり全

国的に小児科、産婦人科のドクターというの

は不足していまして、また、各県でも同じよ

うに都市部に集中して地域にはなかなか。そ

ういう中で、やはり民間の方々もだんだんと

高齢化する中で廃業される方は増えていると、

それは確かに認識しております。ただ、民間

対策ってなかなか難しいんですが、まずはや

はり地域の住民の方のことを考えますと、や

はり地域の中核的な病院にまずしっかりと人

員を派遣して、そこでまず医療体制を構築す

ることが先じゃないかなという形で事業を組

立てをしております。

その中で先ほど言いましたように、自治医

大ですとか、地域枠卒業医師、そういった医

師を民間病院含めていずれは派遣できるよう

な形になるんじゃないかなということで、ち

ょっと時間は掛かるんですけども、地域の中

核病院、あと医師会関係の病院、それからあ

とは準民間みたいな、準公的、民間に近い病

院と、そういったところに順次派遣していけ

るようになるんじゃないかと思います。

その中で、ただ、診療科について、この診

療科になりなさいっていうのはなかなかドク

ターには決められませんので、できるだけ不

足している診療科に誘導できるように、大分

大学の中でいろいろと工夫をしていただくよ

うなお話も今しているところです。学生がそ

ちらに目が向くような工夫をするとか、そう

いったことをしているところです。

それから、先ほど都市部のエージェントへ

の働きかけというか、確か最近はエージェン

ト、民間の業者さんがかなり、民間医局とい

う呼び方を一般的にされますけども、結構頑

張っていらっしゃって、結構、それこそ一般

の民間の開業医の先生方がそこにお金を出し

て、紹介を受けて確保して、小児科が何人か

確保できたとかということも確かに聞いてい

ます。今回ＵＩＪターンの中で、ダイレクト

にそういったことも一応考えてはみたんです

が、やはり医師の確保、例えば一番よくある

のが、私どもの大分県内の開業してる先生方

の息子さんとか娘さん方が都会に出ていかれ

て、なかなか帰ってこないと。そういった方

にうまく働きかけられれば、後継者として地
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域に帰ってこれるような人が増やせるんじゃ

ないかなと。まず、そこを最初にやってみよ

うということでやってます。ただ、バスツア

ーとかそういったところについては、さすが

に委託先の大分大学ではダイレクトにできま

せんので、そこは民間のいろんなエージェン

トに知恵を借りながら、どういった組合せで

やるかということはちょっと今考えていると、

そういった状況であります。

ありがとうございました。藤田委員

ＵＩＪターンでお伺いしたときに、ここに

はやっぱりかなりの多くのお医者さんが登録

をされているようなんですけども、県外、地

方に移る際に、やっぱり気になるのは転勤先

の病院の職場の環境もさることながら、やっ

ぱり御家族の住環境だとか、生活環境だとか、

教育環境だとか、こういったものの方がどち

らかというとウエートが高くなっているとい

うお話でした。ということは、やっぱりＵＩ

Ｊターンを考える上では、もちろん大分に来

ていただくためのそういった生活面でのサポ

ートというのも並行してやっていかなければ

いけないのかなという気を強く持ちました。

それとあわせて、逆にそういう面をサポー

トするということは、今大分におられる方が

町に出ていかない、あるいはよそに移らない

という意味でも、非常に重要なことだろうと

思いますので、今後の医師確保の中ではそう

いった面も、他の部局とも連携をしながら総

合的に取り組んでいただきたいと要望をさせ

ていただきます。

先ほどの守永委員の質問に対し保嶋委員長

留された答弁の準備ができましたので、答弁

をさせます。

先ほど幼児教育無償二日市こども未来課長

化の影響される人数はどうなるかという御質

問を頂きました。

約２千人と見ております。今、０歳から５

歳まで未就学で保育所、幼稚園などに通って

いる子供さんは県内に３万６千人ほどいらっ

しゃいますので、５．６％程度が無償化ある

いは負担の軽減の対象に新たになると考えら

れます。

まず、概要の２２ページです。土居副委員長

地域の健康課題対策推進事業費で、今年度、

健康課題の見える化をして、それぞれの地域

の課題解決に向けて、それぞれの保健所が施

策を実施していくということですが、それぞ

れの内容をお伺いします。

次に、概要の２６ページ、地域医療教育・

研修推進事業費です。

地域医療研究研修センター運営委託が２９

年度からなくなっておりますが、支援センタ

ーに一本化しているのどうか、その経緯を説

明してください。

そして、支援センターの実績等も教えてい

ただければと思います。

次に、概要の５３ページです。周産期医療

体制推進事業費ですが、平成２７年度、新生

児用高規格の救急車を導入しました。今年度

は母子医療センターに医療機器を整備してお

ります。確実に向上しているなと思っていた

んですが、２９年度、何もありません。要求

はなかったのかどうか、お伺いします。

また、救急や周産期に充てる国の医療提供

体制推進事業費補助金、これが減っていると

伺っているんですが、その分配額、どのよう

になっているのか、ちょっとお伺いをします。

それから、通告していないものを聞きたい

んですが、よろしいですか。

概要の１１７ページです。障がい者就労環

境づくり推進事業費ですが、雇用アドバイザ

ーを３名から６名にということです。障害者

就業・生活支援センター等に配置とあります

が、具体的にどこに配置をするのか。そして、

以前はこの中ポツセンターに、人材派遣会社

から人材が来るのが夏を過ぎた頃に来るとい

う、ちょっと遅かったんですね。この辺どの

ようになっているのか、お伺いします。

最後に、アルコール問題について計画策定

に入るということですが、どの課が担当する

のか。私はその法の趣旨から考えれば、健康

づくり支援課がいいんじゃないかなと思って

るんですが、その辺お伺いします。
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地域の健康課題対策前田福祉保健企画課長

推進事業に係る保健所の施策の内容について

御説明申し上げます。

今年度、県民２万人に実施した健康意識行

動調査によって、例えばがん検診の受診率が

低いところだとか、肥満の人の割合が高い市

等の市町村ごとの健康課題が明らかになって

います。そこで、各保健所を拠点として、市

町村や企業、団体などと連携して、新年度解

決に向けた施策を取り組むことにしています。

例えば、豊肥保健所では、竹田市で歯が２

８本以上の人の割合、つまり自分の歯が全部

残っているということですけども、その２８

本以上の人の割合が県内で最も低いという結

果が出ていますから、口腔衛生向上のため歯

科衛生士会等と連携し、青壮年期に対する歯

科健診や指導を行う事業を支援することとし

ています。

また、豊後大野市では、２０歳代、３０歳

代の肥満の人の割合が高いということですか

ら、食生活改善推進員等と連携し、地元食材

を活用した生活習慣病予防に効果のあるメニ

ューを開発するということにしています。

また、東部保健所では、別府市で肺がん検

診受診率が県内でも最も低いというデータが

出ておりますので、事業所や各種イベントに

おけるがん検診の拡充や対象者への受診勧奨

を強化する事業を支援し、受診率の向上を図

ることにしています。

杵築市ではブラッシング指導による口腔対

策、日出町では保健指導による減塩対策に取

り組むということにしてます。

そのほか、中部、西部保健所では健康系事

業所への運動トレーナーの派遣、南部保健所

では地区防災組織を活用したがん検診の促進、

北部保健所では禁煙支援薬局及びサポーター

養成など、市町村の健康課題に応じた施策を

保健所を拠点として実施するということにし

ております。

土居副委員長の２６ペー廣瀬医療政策課長

ジの地域医療教育・研修推進事業の地域医療

教育・研修センターが消えたんじゃないかと

あったんですが、御説明をさせていただきま

す。

来年度も地域医療研修センターの事業と地

域医療支援センターの事業、両事業を実施す

ることにしております。地域医療研究研修セ

ンターは、医学生及び研修医の地域医療に関

する実地指導等を行う研修フィールドとして

豊後大野市民病院に設けてまして、そこに医

師を派遣したりする事業でございます。

もう一つ、ここに表記されています地域医

療支援センターについては、平成２３年１０

月に大分大学の医学部に設置させていただき

まして、これまで竹田医師会病院ですとか臼

杵コスモス病院などの地域の中核病院に医師

の派遣ですとかあっせんを延べ１４０名余り

行っているとこです。このほかに、地域枠の

学生に対する面談や相談ですとか、臨床研修

医の合同の研修会などを開催しまして、地域

に医師がなるべく定着していただきたいとい

うことで取り組んでいるところです。

この両事業とも大分大学医学部の地域医療

学センターというのがあるんですけども、そ

こに実質は委託をさせていただきまして実施

しています。

新年度は、新たに医師のＵＩＪターンを促

進する取組も委託で追加しましたので、こう

いった拡大をしたということに伴いまして、

大学からも要請がありまして、事務的な効率

化というか、委託事業を１本に絞る形になり

まして、そういった観点から委託事業を１本

の事業として実施したということになってお

ります。

周産期医療体制推藤内健康づくり支援課長

進事業について御説明申し上げます。

平成２７年度は、県立病院に配備されてお

ります新生児用高規格救急車、いわゆるカン

ガルー号が購入後１０年を経過し、走行距離

も１０万キロを超え、車両の更新を行ったも

のです。

平成２８年度は国の緊急対策に係る国庫補

助金を活用し、大分大学医学部附属病院、大

分市医師会立アルメイダ病院、別府医療セン
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ターの周産期母子医療センター等に対し、心

拍数や呼吸数を監視するモニタリングシステ

ム、集中治療用人工呼吸器、超音波画像診断

装置等の医療機器整備について補助を行った

ところです。

平成２９年度につきましては、医療機関か

らの要望はありましたが、その緊急性や施策

の優先順位、また国の緊急対策の終了等を総

合的に勘案し、当初予算への計上を見送った

ところであります。

しかし、周産期医療体制充実の必要性は十

分認識しており、今後とも必要な予算措置に

努めてまいりたいと考えております。

なお、県に対する医療提供体制推進事業費

補助金の配分額につきましては、国庫補助要

求額に対して、平成２５年度は６９．６％、

２６年度が６２．５％、平成２７年度が６２．

８％、２８年度は５８．１％と、年々減少傾

向にありますので、国において県の要望額に

対応できるだけの予算を確保するよう今後と

も、全国衛生部長会始め、機会を捉えて国に

要望していきたいと考えております。

障がい者の就労環境づく髙橋障害福祉課長

り推進事業における雇用アドバイザーの配置

についてお答え申し上げます。

３名の増員箇所につきましては、訪問企業

数を参考にいたしまして、宇佐地区に１名、

それから大分市内に２名ということで、具体

的な配置先は今最終調整をしているところで

ございます。

３月中に正式に、人、場所を確定いたしま

して、年度当初から役割分担を決めながら早

期に回れるような体制作りをしたいと思って

おります。

アルコール健康障害前田福祉保健企画課長

対策推進計画、これはどこが所管するのかと

いう御質問でございますが、国が昨年５月に

策定したアルコール健康障害対策推進基本計

画では、県計画の策定に当たり、国の基本計

画を基本とし、県の実情を勘案するというこ

ととされています。

アルコール健康障害の主な要因は、アルコ

ール依存症等による多量の飲酒であり、国の

基本計画でもその対策を中心に取り組むべき

重点課題、基本的施策等が盛り込まれていま

す。こういったことから、県計画もこうした

趣旨を踏まえて作成するべきものと考えてい

ます。

また、計画の策定に当たっては、アルコー

ル依存症対策に関わる断酒会等の自助グルー

プや医療関係者との意見調整も重要なことと

考えています。

九州各県における計画策定は、大分県を除

く７県のうち６県が精神保健福祉担当課の所

管となるということもございます。こうした

ことから、本県における計画策定につきまし

ては、アルコール依存症対策を所管する障害

福祉課が事務局となり、健康づくり支援課を

始め、教育庁や警察本部等の関係課から成る

部局横断的なチームを作り、検討していきた

いと考えております。

１２ページの福祉避難所体制強化木付委員

事業についてお尋ねいたします。

まず、この事業は平成２９年度だけ、単年

度の事業かどうかを、まずお尋ねいたします。

それと、マニュアルを全面的に見直すとい

うことですが、昨年の地震で問題点あるいは

実効性がない等々のマニュアルの不備が出た

んじゃないかと思いますが、主な見直し点に

ついてお尋ねいたします。

そして、３番目に、社会福祉審議会、ここ

で福祉避難所が不足しているというような意

見も出たようですが、この体制強化後に福祉

避難所の開設、どれぐらいの増加を見込んで

いるのか。

以上３点についてお尋ねいたします。

まず、予算の実施で大戸地域福祉推進室長

すけれども、本事業の内容ですが、福祉避難

所への物資の整備補助とマニュアル作成や研

修実施の二つの内容となっております。

まず、福祉避難所への備蓄物資整備につき

ましては、各福祉避難所に配備するパーテイ

ションや段ボールベッド等の物資の購入に要

した経費の一部について、県が市町村に対し
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補助するものでございまして、早期の整備が

望ましいとは考えておりますが、市町村の予

算状況もございますので、２か年かけて実施

したいと考えているところでございます。

次に、マニュアル作成及び研修会につきま

しても、平成２９年度に既存のマニュアルを

見直して、そのマニュアルを活用した研修会

を開催した後、３０年度は市町村職員や福祉

施設職員等を対象とした県内各ブロック圏域

での模擬訓練やワークショップ等の実務研修

等を実施するなど、２か年で福祉避難所の運

営体制の強化を図ってまいりたいと考えてい

るところでございます。

次に、マニュアルの見直しについてでござ

います。マニュアルの見直しについては、熊

本地震の検証も踏まえまして、市町村職員、

社会福祉施設等職員、それから、熊本地震に

おいて熊本県で開設した福祉避難所の職員等

による作成会議を４回程度開催し、上半期の

うちに作成したいと考えております。

内容につきましては、要配慮者のための２

次的な避難所となる福祉避難所の役割につい

ての周知を図ること、事前の準備から開設、

運営、閉鎖に至るまでの段階ごとの留意点や

確認事項を盛り込み、現場で活用できるもの

にしたいと思っております。

なお、下半期には見直し後のマニュアルを

活用し、県内の市町村職員、福祉避難所職員、

ボランティア等福祉避難所の開設運営に関わ

る方を対象に、研修会を開催することとして

おります。

最後に、この事業に取り組んだ後の福祉避

難所の増加の見込みでございます。今回の体

制整備強化では、ハード面では必要な物資の

整備の促進、ソフト面ではマニュアルの見直

しや人材育成を図り、指定を受けている全て

の福祉避難所が発災時に円滑に開設、運営で

きることを目指しております。

なお、県内の福祉避難所の数でございます

が、平成２４年から２５年に福祉避難所指定

促進事業に取り組みました結果、２４年４月

時点で１６５か所であった避難所が、昨年９

月時点では３６０か所と大きく増えていると

ころではございます。しかしながら、市町村

によっては地域偏在もあることから、引き続

き、福祉避難所の指定について、市町村に働

きかけてまいりたいと考えております。

２か年で備蓄物資の整備を行うと木付委員

いうことでありますが、今３６０か所指定し

ているということですが、これは全指定の福

祉避難所に行き渡るということなんでしょう

か。

積算に当たっては、大戸地域福祉推進室長

福祉避難所の数、それからそれぞれの受入れ

可能人数をもって積算しておりまして、行き

渡るものと考えております。

具体的に何か所を計画してる。木付委員

試算上ではございま大戸地域福祉推進室長

すが、現在、指定をしている３６０か所でご

ざいます。

おおいた出会い応援事業について桑原委員

質問させていただきます。

通告したものにちょっと関連で質問を加え

てますので、併せてお答えいただければと思

います。

事業概要に示されます各イベントの委託先

はプロポーザル入札ということですが、本年

度何件というか、何団体の入札があって、何

団体採用したかというところを教えてくださ

い。

そして、選定の基準ですね、何が決め手だ

ったのかとか、その辺があれば教えてくださ

い。

そして、これは分かればで結構なんですけ

れども、県内で婚活に関する活動をしている

民間の企業数、団体数はどれぐらいと把握し

てますか。

昨年度は、これチラシを頂いたのを見ると、

全部で２００人の参加だったのかな、本年度

はどれぐらいの参加人数だったかお教えくだ

さい。

そして最後に、この事業で行われる各イベ

ントは、民間企業が商業ベースで行っている

婚活イベントやセミナーと何が違うのか、お
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答えください。お願いいたします。

おおいた出会い応援二日市こども未来課長

事業について御質問いただきました。

まず、広域的な出会いの場づくり業務につ

きまして企画提案協議を行いましたが、これ

につきましては２社に参加いただきまして、

そのうち１社を選定いたしました。

選定の基準でございますが、選定委員会を

設けまして、庁内、庁外の選定委員を選出し

まして、それぞれ選定の基準に基づいて配点

された審査評で、事業の内容の実現可能性、

それから事業者さんの体制が十分かどうかな

どについて審査の上、選定いたしました。

三つ目の出会い応援の企業数でございます

が、企業とＮＰＯ等を含めまして、私どもで

連絡がついたりして把握しているのが１０社

程度――大手の地方機関も含めてですね、で

すがホームページとかを設けていない事業者

さんもあると聞いておりますので、全てを把

握してるとは言えないかと思います。

ただ、広く意見交換会について告知しまし

て、募集を募りまして、その際に参加いただ

いた事業者さんとは全てその後も連絡をやり

取りして、私も商工労働部から新たにこうい

う事業を始めた方がいるということで御紹介

いただいて、女性の企業家でしたが、出向い

て、どういう事業をされているか、御苦労は

なさってないか、そういうお話もお聞きして

おります。

それから、四つ目の参加者数でございます

が、２８年度は婚活イベントを７回実施いた

しまして、参加者数は３０９人です。１回を

余り多くするとまとまりにくいので、小さい

イベントでするんですが、２８年度には大分

銀行ドームでスポーツイベントを実施しまし

たので、そのときの参加者数が多かった結果

です。

それから、五つ目の民間企業が商業ベース

で行っているものとの違いがという御質問で

ございます。県内には婚活イベントを実施す

る民間企業やＮＰＯ等はもちろんございます

が、大都市部と違いまして、経営基盤が弱い、

１人あるいは２人で事業を展開されている事

業者も多く見られます。また、イベントの参

加資格や場所の制限から参加をためらう未婚

者も多いと聞いておりまして、県による婚活

イベントの実施が県内機運の醸成はもちろん、

市町村やそういう民間事業者等の皆さんの取

組にもプラスの波及効果をもたらしたいと考

えているところです。

そのため、県では県内外から参加者を募り、

参加しやすい料金設定で、県内各地でイベン

トを開催しておりまして、イベントの実施で

得られたノウハウや参加者へのアンケート結

果について、先ほど申し上げました情報交換

会や企業訪問等の意見交換の際に、市町村や

民間事業者にフィードバックを行いまして、

取組の活性化を図っているところです。

県主催のイベントの参加者からは、初めて

婚活イベントに参加した、行政主催なので安

心して参加できたといった声を頂くとともに、

民間事業者からも、県の取組により婚活サー

ビスを利用する方が増えているとか、行政と

もっと協働したいとか、自社の婚活イベント

について、県が運用しているメールマガジン

「あかい糸めーる」でございますが、これで

もっと広報してほしいというような声も頂い

ておりまして、県としてもしっかり取り組む

時期だと考えております。

参加者も増えて、内容的にはいい桑原委員

のかなと思うんですけれども、民間の事業者

もどんどんこういう活動をしてほしいという

ような趣旨だと思うんですけれども、それで

あれば、自治体が直接こうやってこの取組を

するよりも、もう既にある民間サービスを利

用できる、利用者に使えるクーポン、バウチ

ャーですね、こういった子育てほっとクーポ

ンならぬ、おおいた婚活ほっとクーポンのよ

うな、そういうものを配布した方がユーザー

にとっても選択肢が広がりますよね。そして、

プラス、企業の方も切磋琢磨してサービスを

よくしようという競争原理が働きますよね。

県が例えばこれを使える、ほっとクーポンを

使える企業ということである程度の安全性と
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か、いろいろ設定して、それをホームページ

上でずらっとリストアップする。そして、外

部の委員会がどれがいいとか決めるとか言っ

てましたけど、一番効果があるのはユーザー

の評価ですよ。そういうホームページ上でユ

ーザー側の満足度を数値化してね、評価して

いくとか言えば、更にもっと民間も創意工夫

を凝らして、それこそ結婚まで結びつく数字

が上がる。バウチャー制度の、こういう事業

はとっても企業の企画力が試されるところな

ので、競争原理を使うにはすごく優れている

ところだと思うんですけども、こういうバウ

チャーの制度を今後、検討していただけませ

んか。

御提案ありがとうご二日市こども未来課長

ざいます。

結婚応援の事業につきましては、国、内閣

府も１０分の１０の補助とか２分の１の補助

などで県や市町村の取組を支援しています。

毎年方針が変わりますので、まだ来年度の方

針が示されていませんが、優良事例などに取

り上げられると１０分の１０がついたりとい

うようなこともありますので、国の方針を見

ながら考えさせていただきたいと思います。

ありがとうございます。桑原委員

是非国の方にも提案してください。国のメ

ニューに合わせて県独自の上乗せというのも

考えられると思いますし、いい事業であれば

国の方もそれに出すというところだと思いま

すので、お願い、要望で終わります。

私からは２点質問します。原田委員

一つは、７８ページの病児保育充実支援事

業です。

今回６施設について新設、増設をすると言

ってますが、とても利用者が多いんではない

かなと思うんですけど、これまでの利用実績

を是非教えていただきたいと思います。

また、知り合いの運営者から、利用者が少

ない時期と集中的に多くなる時期がある、と

りわけインフルエンザの時期など本当に多く

なるんだ、それで、なかなか運営が平準化で

きなくて苦慮しているって聞くんですけど、

利用者が集中的に多くなる時期に特別な支援

というのができないかなと思ってますんで、

是非お答え願いたいと思います。

もう１点は、３１ページのＡＥＤ設置・普

及事業です。

この事業は、設置施設職員の講習会になっ

てますが、ＡＥＤの設置、かなりのところで

も進んできたと考えています。学校を始め公

共施設、また、大きな商業施設、病院等もほ

とんどのところにありますし、私が考えるに、

次は、避難施設となる自治会の公民館なんて

絶対必要なんじゃないかなと思っております。

言いましたとおり、避難施設にもなりますし、

少なからずうちの公民館では空手なんてやっ

てるわけです。先ほど介護予防体操なんか始

めるって言ってましたけど、あんなの公民館

で始めたときに、やっぱりＡＥＤがなくちゃ

いけないんじゃないかなと思うんです。

そんなとき、基礎自治体にちょっと幾つか

聞くと、例えば大分市なんていうのは、公民

館の備品として補助対象にしてるわけですけ

ど、別府はそうじゃないんですよね。多くの

市町村は補助の対象になってないんです。１

台が四、五十万円しますから、やっぱり設置

というのを、これ県になるのか基礎自治体に

なるのかわかんないんですけど、そういった

補助制度がやっぱり必要なんじゃないかなと

思うんですけど、いかがでしょうか。

私から病児保育充実二日市こども未来課長

支援事業についてお答えいたします。

まず、利用実績でございますが、まとまっ

ております平成２７年度の利用実績では、延

べ１万３，０３５人が県内全体の病児保育を

利用いただいています。集中的に多くなる時

期等のことでございますが、委員御指摘のと

おり、病児保育事業は冬場のインフルエンザ

流行期など利用時期が偏ることが多く、また、

定員に余裕があっても、感染症の場合は部屋

を分けて保育をするために、受入れを断らざ

るを得ないということもあるとお聞きしてお

ります。ニーズは高いのですが、事業の採算

性は低く、安定した運営が難しいことから、
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公的助成は不可欠であると考えております。

病児保育におきましては、利用者が集中的

に多くなる時期に、より多く利用者を受け入

れられるようにするため、施設の増改築を希

望する場合、今年度から最大で約４千万円ま

での施設整備費の９割の助成が可能となって

おります。

また、保育士を利用児童おおむね３人につ

き１人以上、看護師を利用児童おおむね１０

人につき１人以上を配置することとなってお

りますが、この点についても今年度から利用

児童が見込まれる場合に、近接する病院など

から駆けつけられるなどの迅速な対応が可能

であれば常駐が不要となるなどの要件の緩和

も行っているところです。

しかしながら、インフルエンザの流行時期

など、ピーク時に希望する児童全てを病児保

育施設で受け入れるというのは、現実問題と

してはなかなか難しいことかと思います。お

父さんなりお母さんなりがお仕事を交代で休

んで見ていただけるのが一番なんですけれど

も、それも難しいというときのために、登録

した会員が有償で子育て支援を行うファミリ

ー・サポート・センターという制度があるん

ですが、これにおいても病児の対応が拡大す

るように、センターの体制強化に向けた研修

等を来年度の予算で要求し、受入れ児童の拡

大を図りたいと考えております。

ＡＥＤ設置・普及事業に廣瀬医療政策課長

ついてお答えしたいと思います。

県では、平成１６年７月から医療従事者で

はない一般県民の使用も可能になったことか

ら、平成１８年度に本庁舎及び保健所、現在

の大分銀行ドームなど、不特定多数が利用さ

れます県関係施設、警察署及び県立高等学校

等で計１３２施設に合計１３６台のＡＥＤを

設置したところでございます。

これは、ＡＥＤの有効性を広く県民にもＰ

Ｒすることも狙ったものでございます。その

後、先ほど委員も言われましたように、市町

村でも整備が進むようになりまして、市町村

により現在１，２７１施設、１，３０５台の

ＡＥＤが設置されておりまして、その中には

公民館も相当数含まれていると聞いておりま

す。

また、正確な数は把握できていませんけれ

ども、商業施設や宿泊施設など民間レベルで

も設置が進んでいるところでございます。

このように、ＡＥＤの設置自体は一定数進

んだことから、県では現在、これらのＡＥＤ

をできるだけ多くの方が使用できるようにす

ることを主眼に、日本赤十字社と協力しまし

て講習会を開催しているところでございます。

今後とも、関係機関と連携を取りながら、

必要な場所への設置を含め、ＡＥＤの普及が

広く図られるように努めてまいりたいと考え

ております。

病児保育のことについては、よく原田委員

分かりました。

もう一つ質問なんですけど、今回６施設、

増設、新設しますから、全ての市町村にこれ

ができたのかどうかをもう１回確認したいと

思います。

ＡＥＤについては、さっき多くの公民館で

もと言ったけど、例えば市の作ってる公民館

は必ずあるんですけど、いわゆる町内組織の

公民館ってなかなかやっぱりないんですね、

ＡＥＤが。そのことをちょっとお聞きしたん

ですけど、これは県だけでなくて、基礎自治

体の方でやっぱりしていかなきゃいけないの

かなと思ってますので、またそちらの方に連

絡していきたいと思います。

病児保育の施設、確認をお願いします。

もう既に本年度から二日市こども未来課長

１７市町で実施されております。姫島村は病

児保育の事業は今のところ委託事業を行って

おりませんが、本年度から既に１７市町です。

私からは、予算概要７９ページ、大友委員

放課後児童対策充実事業費についてでありま

す。

放課後児童クラブの現在の待機児童なんで

すけれども、今県内でどれぐらいいるのかを

把握していれば教えてほしいんですけれども。

年々これ予算増額を頂いて、質の向上とい
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うのは間違いなく図られていると思うんです

けれども、最初の部長の説明にもあったよう

に、一つ下の項目の放課後児童クラブ施設整

備事業費、新たに１２クラブを新設するとい

うことですけど、予算を上げていただいてい

るので、その分は待機も減ると思うんですけ

ども、予算増額でどの程度の待機児童解消に

つながっているのかを教えてください。

放課後児童クラブの二日市こども未来課長

利用を希望しながら利用できていない児童の

数ですが、平成２８年５月１日の調べで、県

内に１８９人いらっしゃいました。２７年の

同じ５月、１年前ですと５９人ですので、希

望しても利用できない児童が増えているとい

うことになります。

今年度の放課後児童クラブの数は、昨年度

から２６増加して３１９となっています。登

録児童数も７４９人、６．５％増えて１万２，

２４５人に利用いただいています。しかし、

２７年度の子ども・子育て新制度の改正で、

それまで小学校３年生まで対象だったものが

６年生までを対象とするということになった

こともありまして、当分の間、利用希望者は

増え続けると見込んでおります。

受入れ児童数を増やすため、希望しても利

用できないという児童の数を減らすために施

設整備を行いまして、先ほど御紹介いただき

ましたけれども、施設整備を行いまして、そ

れと併せて２９年度中に２４のクラブが増加

して３４３クラブとなる予定で、運営費など

も計上しております。

また、施設整備と併せて、放課後児童支援

員、クラブで子供たちの面倒を見る支援員の

皆さんの確保も必要となるため、開所時間の

延長等を行うクラブの運営費補助基準額も引

き上げることとしております。さらに、支援

員の勤続年数や研修実績等に応じた賃金改定

に対し、新たに補助をすることとしておりま

して、これらの取組により受入れ児童数を拡

大し、放課後児童クラブの量と質、双方の向

上を図りたいと考えております。

新たに２４のクラブを新設すると大友委員

いうことですけれども、新たなクラブを新設

するまでいかなくても、クラブによっては若

干名ずつの待機というのがいる場合が多くあ

りまして、定員を増やそうと思っても、面積

の問題とか、あと支援員不足の問題というの

で増やせないというのが現状でございます。

解消する一つの策として、長期休業中のみ

の預かりを実施する施設が行政で開設してい

る市町村がありますけれども、中津には、季

節によって違うんですけども、２か所から３

か所ございます。しかし、これも定員オーバ

ーしてるというのが現状なんですね。この長

期休業中のみの預かりで何とか働きに行ける

んではないかというような保護者もいらっし

ゃいますんで、この受入れ態勢の強化をすれ

ば待機が減るのではないかというような声も

あるんですけれども、県としてその辺の取組

をやっていったりとか、市町村に対して助成

をしていくというような考えはあるのか、お

聞かせください。

子ども・子育て応援二日市こども未来課長

県民会議や、それから県のプランの会議など

で、特に小学校高学年になると毎日行かない

けれども、長期休業中は朝から晩まで５年生

や６年生の子供を一人置いておくのは忍びな

いという声を何度もお聞きしております。私

どもとしましても、基本的には放課後児童ク

ラブ自体を必要なだけ増やして、受入れ児童

数も増やしていきたいと考えておりますが、

中津市さんの取組のように、長期休業中、夏

休みなどに限ってということも十分理解でき

る事業だと考えております。国の意向なども

検討しながら、必要に応じて新たな補助制度

を要請するとか、県も市町村と話をさせてい

ただきたいと考えております。

市町村対応になる部分かもしれな大友委員

いんですけれども、県からも引き続き予算の

確保というのも当然なんですけども、そのよ

うな長期休業中の受入れ、体制強化というの

も推し進めていただきたいとお願い申し上げ

ます。要望です。

１点だけお願いしたいんですが、馬場委員
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８６ページの児童措置費の中の児童養護施設

職員等の処遇改善に対する負担金についてお

尋ねをいたします。

先ほど保育士等の処遇改善についての一部

負担で、給与の２％、月額約６千円程度と、

それから、経験年数に応じて、７年、３年と

いうことでございましたけども、この児童養

護施設等ということで８６ページに児童養護

施設９か所、定員３８５名、それからずっと

情緒障がい児の短期治療施設というところま

でございますけども、この児童養護施設職員

等の処遇改善ということで、どのような方々

の、児童養護施設だけではなくて、プラスこ

の以下、表にある方々の処遇改善に対する負

担金なのか、その人数、対象になる方々、そ

れから、その処遇改善の内容についてお尋ね

をいたしたいと思います。

お答えします。伊東こども・家庭支援課長

児童養護施設に限らず、個々の表に記載し

ております社会的養護に携わる施設全ての職

員約４００名の方々に対しまして、給与の２

％相当額の処遇改善をまずは行います。さら

に、子どもと寝起きを共にするような夜勤勤

務のある児童指導員や保育士、そういった直

接処遇の職員さんについては、約３００名に

対して、その業務の困難性を評価して、更に

月額５千円の加算を改善いたします。

加えて、今大分県ではできるだけ小さなグ

ループで家庭的な養育が行えるように小規模

グループケアというのを推進しております。

児童６人から８人がグループで生活をする形

態です。こういった形態をとってる施設にお

かれましては、その小規模グループケアのリ

ーダー職に対して月額１万５千円、更にその

施設でのリーダーシップをとるべくユニット

リーダーについては月額３万５千円の改善を

行いたいと考えております。それぞれの業務

内容や職責に応じた加算により、処遇改善を

実施していきます。

加えまして、里親さんにつきましても、そ

の里親手当を２０％程度増額することとして

おります。

やはり児童養護施設、中津にも２馬場委員

か所あるんですけど、そこの方々はやっぱり

お父さんになったり、お母さんになったり、

時にはお兄さんになったり、非常に、心理士

の方もいらっしゃるとは思うんですけど、と

てもその子供との関係の中で大変って言った

ら、正直大変なっていうことだと思うんです

けども、そういう処遇改善をしていただいて、

辞める方も結構いらっしゃるのかも分かりま

せんけども、是非その改善を行っていただき

たいなというのが一つと。

現実に、８６ページのこの表の中で定員が

示されているんですけど、通告はちょっとし

てないんですけども、現状のこの定員が何名、

今定員に対してどのくらいの子どもさんがい

らっしゃるとかというのは、もし今分かれば

教えていただきたいのと。もし分からなけれ

ば、また後で資料で頂ければと思います。

詳細な数字は後伊東こども・家庭支援課長

ほど資料として提供いたしますけども、社会

的養護が必要な子供、児童養護施設や里親さ

んで暮らす子供の数は、近年大体５００人前

後で推移しております。

前段でありました児童養護施設で頑張って

いらっしゃる直接処遇の職員さんのバーンア

ウト防止に向けて、研修も充実していきます

し、この処遇改善の予算がきちっと職員の処

遇改善になるように、県としてもしっかり指

導監督してまいります。

関連して、すみません。今ちょっ玉田委員

と議論を聞いていて、各課にまたがるので、

部長にですけれども、今回新規で処遇改善の

分が、例えば介護保険の給付費県費負担金の

中で処遇改善負担金で２億１００万円とか、

それから、こども未来課の関係とかで保育所

運営費で処遇改善２億４，７００万円とか、

そして今、伊東課長が答弁された７，８００

万円、それから、障がい者自立支援のところ

で処遇改善８，２００万円と計上されてます

けども、全てこれ新規ということで上がって

ますが、これは平成２９年度であって３０年

度以降の見通しというのはどうなっているん
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でしょうか。と申しますのは、単年度の処遇

改善であれば、その次以降のこれらの処遇改

善が下がってしまうんかなと思いながら今議

論を聞いていたんですけども、いかがでしょ

うか。

介護保険で２億円とし清末高齢者福祉課長

ております。これは国で新年度から１万円を

加算されるというところを予算化しているも

のでございます。ですから、これが制度とし

て続くのであれば翌年もという形になってま

す。

ちなみに、その２億円の想定した範囲は、

２８年度１万５千円から２万７千円にアップ

したところの、そういったところの取り組ん

だところをうまく数値化して見込みを立てて

おります。

いや、心配なのは、介護、そこで玉田委員

これだけ処遇改善として、働いていた皆さん

の処遇改善として２９年度はこれだけの負担

金を持ちますよと、そして事業所に対して負

担しますと。ところが、３０年度以降、これ

が切れてしまえば、また２８年度と同様に戻

ってしまうんじゃないかなと、そういうふう

に心配したもんですから、今のこの質問にな

っているわけですけども、その将来的な見通

しについてはどうなっているのでしょうか。

今回の一連の福伊東こども・家庭支援課長

祉人材に対する処遇改善については、税と社

会保障制度の一体改革で、消費税率の増収分

の一部を福祉の質の向上と量の拡充に充てる

という政府方針のもとに財源確保されている

ものです。

消費税増税の時期が一旦先延ばしになって

いて、安定財源の確保が今困難な状態ですが、

２９年度予算については政府の努力で一定程

度の財源確保ができていると。恐らく３０年

度以降は消費税率の増額が実現されれば安定

財源が確保されるので、処遇改善が後戻りす

るということはないと認識してます。

分かりました。玉田委員

よろしいですか。嶋委員長

先ほど馬場委員から児童養護施設の定員と

入所人数に関する資料提出の要求がありまし

た。

お諮りをいたします。ただいまの資料を委

員会として要求することに御異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、ただいまの資嶋委員長

料を要求することに決定いたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出する

ようお願いいたします。

以上で事前通告者の質疑を終了しました。

ほかに質疑のある方は挙手をお願いします。

予算書の１８ページ、生活保護費末宗委員

でね、１６億３千万円ぐらいの予算があるん

だけど、その目的が、最低限度の生活を保護

するとともに、その自立を支援する。この２

本立てだけど、その最低限度の生活を保障す

る予算と自立を支援する予算、この色分けを

ちょっと教えていただきたい。

それともう１点がね、今国会等で議論され

てるんだけど、受動喫煙の件ですけど、麻生

副総理は喫煙者数が減で肺がんの数は増えて

いるという現実は動かしがたいというコメン

トを出しておりますけど、厚生労働省の答弁

は意味不明で全く分からないんだけど。まあ

大分県議会におきましては、この前、意見書

を国に出したんだけど、その中身が、ちょっ

と読み上げますけど、飲食宿泊業等のサービ

ス業を営む事業者への措置について十分に配

慮したものとする。２番目に、効果的とされ

ている分煙措置をとっている店舗、施設につ

いては、相当の配慮をする。３番目に、喫煙

者に十分な喫煙機会が与えられるよう喫煙環

境の整備にも配慮する。その３項目を意見書

で大分県議会の意思で国に要望してるわけや

けど、大分県議会の意思はこうだけど、執行

部は国に対して、これと同等の要望をするの

かどうか、してるんかどうか。国に対して、

大分県議会はこういうことだから、県の行政

としても厚生労働省にそういう形で要望して

る。それか、県議会と反して、私たちは反対

だから、厚生労働省の言うことを聞きますよ
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と言ってるのかどうか、そこら辺りを含めて

答弁をお願いします。

生活保護費について大戸地域福祉推進室長

の御質問でございます。

まず、自立を支援する経費と生活を保障す

る経費のそれぞれの額についてということで

ございます。

生活保護費につきましては、支給に当たり

まして、生活を保障するための生活扶助、住

宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助等の

経費がございます。また一方、大きなくくり

になりますが、自立を支援するためには、必

要な教育扶助、それから高校就学等のための

生業扶助、こういった扶助を実施していると

ころでございます。

それぞれでございますけれども、当初予算

１６億３千万円のうち約４億３千万円につい

て自立支援、教育扶助、それから生業扶助の

経費でございます。残りの１２億円について

自立を支援する経費と、かなり大ざっぱには

なりますが、そういう内訳となっております。

すみません。修正をさせてください。

最低限度の生活を保障する経費が約１２億

円でございまして、自立を支援する費用が約

４億３千万円でございます。

受動喫煙あるいは藤内健康づくり支援課長

喫煙対策についてお答えします。

まず、麻生副総理の発言、国内の喫煙率は

下がっているのに肺がんは増えている、たば

この害を言うのはおかしいじゃないかという

趣旨の御発言ではないかなと。直接麻生副総

理の発言を聞いてないので、もしそういう趣

旨であるとするなら、喫煙による影響という

のは、実は４０年、５０年かかって出てまい

ります。つまり、今肺がんを始めとする喫煙

によってもたらされるがん等が増えているの

は、４０年、５０年前の我が国の喫煙率を反

映してます。

御案内のように、今喫煙者がどんどん低下

してきているわけで、今喫煙率が下がってい

ることによる効果は、更に今から３０年、４

０年先に現れるということですので、今肺が

んが増えている、喫煙率が下がっているのに

矛盾するじゃないかというところで、そうい

う喫煙対策が有効ではないとするのは、議論

としては少しおかしいのかなというふうに考

えております。

それから、２点目の受動喫煙対策、今国会

に健康増進法の改定の法案が出されると聞い

ておりますが、根拠として、受動喫煙が肺が

んを始めとするたばこを吸わない人の健康被

害をもたらすということは、これもはっきり

根拠が示されたと。あるいは、オリンピック

とかワールドカップ、そうした国際的な受動

喫煙対策の観点から見ても、平成３０年ある

いは３１年、３２年までにその対策を強化す

ることの必要性というのは反論はないんじゃ

ないかなと思います。

大事なことは、本当に効果的な受動喫煙対

策ができるかということです。小さな店舗に

喫煙室を確保するのは、スペース的にもかな

り難しい部分がありましょうし、また、本当

に喫煙室の外にたばこの煙が漏れないような

完全な喫煙室を屋内につくることも、技術的

にはかなり難しい部分があります。国はそう

した基準もこれから更に詳しく詰めていくと

聞いておりますが、要するに総論的には受動

喫煙対策を強化することは必要なわけですが、

各論として店舗の広さであったりとか、そう

いう喫煙室の設置についてということについ

ては、まだまだこれから十分な議論が必要だ

ろうと考えています。ただ、その点を今正に

検討されておりますので、執行部としてはそ

れに対する大分県としての意見、受動喫煙対

策に対する意見は今のところ出す予定はなく、

国の動向を注視していきたいと考えておりま

す。

最初の件、生活保護の件は分かり末宗委員

ました。

たばこの件ですけど、４０年、５０年で影

響が出るという、まあ明治以降を考えただけ

でも百四、五十年たってるんだけど、それで、

肺がん患者がほんなそのころに今より多かっ

たかという、そういう意味不明な、全く根拠
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のない話で、たばこの話をそういう世論を誘

導するような形で発言されても全く困る。本

当に、煽動するような言葉でね。それと、県

議会が意見書を採択してるんだけど、８５％

から９割方賛成してるんだけど、県議会の意

思は無視して、とにかく議会のことは全く無

視してやろうという考えなんだけど、部長に

そこら辺りはもう、部長答弁でね、ちょっと

そこら辺りを明確にしていただきたい。とに

かく、県議会の意思は全く無視してやってい

くんだということを今表明したんだけど、藤

内健康づくり支援課長さんがそういうふうに

県の方針として発表したわけだけど、部長と

して修正する気はあるかないか含めてお聞き

したいと思います。

末宗委員、質疑は付託された予算嶋委員長

に関する質疑にとどめていただきたいと思い

ます。

ちょっと待って、委員長。何、今。末宗委員

付託された予算に関する質疑にと嶋委員長

どめていただきたいとお願いを申し上げます。

いや、健康づくりがあるやろう。末宗委員

いやいや、予算何ページの質問だ嶋委員長

ったんですか。

健康づくりがあるじゃない、予算末宗委員

の中に。

挙手された方。嶋委員長

まず、今委員がお藤内健康づくり支援課長

っしゃられた明治時代から喫煙してたのに、

なぜそれが１５０年もたった今頃、肺がんが

増えているのかということに対して、一つお

答えをさせていただきたいと思います。

たばこの害は、今言ったように４０年、５

０年たって出ますが、１９５０年までは日本

人の死因の１位は結核でした。比較的若くて

亡くなる、もっと言えば、当時の、戦前直後

の日本人の平均寿命は５０歳そこそこでした

ので、当時、つまり明治時代や大正時代にた

ばこを吸ったことによって仮に肺がんになる

としても、その前に、つまり４５年たって肺

がんになる前にほかの病気で亡くなっていた。

これは詭弁でも何でもなくそうした科学的な

根拠に基づいて、本当に長寿になるようにな

って初めて今こうやって喫煙の害が我々の前

に見えてきた。だからこそ受動喫煙対策をと

ろうというわけです。

末宗委員、いいですか。嶋委員長

受動喫煙対策につきまし草野福祉保健部長

ては、東京オリンピック・パラリンピックの

誘致を契機として議論が始まったと認識して

おります。

国におきまして、医学的見地を含めて幅広

い議論がされておりますので、それを注視し

ていきたいと考えております。

４０年、５０年って課長が言うた末宗委員

から僕は質問したんだけど、全く意味が不明

なんよね。本当の医学的見地じゃなくて物を

言ってるから。現実は、喫煙者は減ったのに

肺がん者は増えてるわけやから、それに対し

て明確に答えられる医学的な見地というのが

今日本にはないわけよ。そこあたりを分かっ

て物を言ってるのかどうか。もう議論しても

しようがないから言っとくけど、余り意味不

明な言葉で惑わさんごとね、本当にまた議会

の考え方を無視するというのがよく分かりま

した。

はい、終わります。

残り時間が少なくなってまいりま嶋委員長

した。ほかに御質疑のある方、何人いらっし

ゃいますか。

それでは、ただいま挙手をした２人に絞り

たいと思います。

すみません。通告してなくて申し河野委員

訳ありません。

５４ページのみんなで進める健康づくり事

業費、これはもう要するに健康寿命延伸のた

めの措置ということで、おおいた健康ポイン

ト構築事業が掲げられております。この部分

について、参加人数、例えば登録者数とかの

目標、それから具体的にこのポイントによっ

てどのような健康関心を示す指標というもの

を目指しているのかについて、まずお伺いし

たいと思います。

まず、この健康ア藤内健康づくり支援課長



- 78 -

予算特別委員会会議記録 第３号

プリはスマホにダウンロードしていただくと

いうものですので、スマホを活用している世

代で、ただ、広く県民に呼びかけますが、今

大分県では健康経営に取り組む事業者が９０

０を超えました。この９００の事業所で働く

従業員の延べ人数も２万人を超えております

ので、まずはそういう事業所でこういうアプ

リのダウンロードをお願いしようと思ってま

す。仮に半分の方がダウンロードしていただ

いても１万人は超えるのではないかな。具体

的にまだ何万人という目標は設定しておりま

せんが、今年の暮れあるいは来年超えるかし

れませんが、今年の年末か年明けにこのアプ

リができて、残りは本当に２、３か月という

短い期間ですので、果たしてその２、３か月

に１万という目標を達成できるかどうか分か

りませんが、少なくともそれくらいの心意気

でやりたいと考えております。

指標としては、歩く歩数、ウオーキングと

いうのが実際に数値として取れますので、こ

のアプリを利用している方々の歩数がどうな

るかというようなことでも評価は可能である

と考えております。

そこで、ここにインセンティブと河野委員

いう言葉がございます。やはりポイントが何

らかの形で魅力あるものにならなければ参加

者数が増えない。県民全体のものにどうして

いくのかという部分、課題かと思います。執

行部に若干事前に説明を受けたときには、い

わゆる協賛企業等にお願いをして云々という

お話がございました。実は、私１０年ぐらい

前に子育て支援の関係で、いわゆる多子世帯、

子供さんをたくさん持つ世帯の有効な支援策

として、北陸地方の事例を紹介をさせていた

だいて、例えば地銀の方の定期金利の上乗せ

であるとか、あるいは多子世帯に対してカー

ド発行をして、それを持っていくと、いわゆ

るスーパー等で上乗せをした割引がもらえる

とか、いろんな形がございました。そういっ

た意味で、非常に大きな関心を持って、地域

の中で関心を持たれる制度でありましたけれ

ども、当時そういうことを提案したんですけ

れども、なかなか大分県では、いわゆる子育

てサポート企業という形ではあるんですけれ

ども、なかなかそういうのは徹底、普及され

てないなということを感じておりますので、

是非この部分について、インセンティブにつ

いてどういうふうに仕向けていくのかについ

て御説明いただけたらと思います。

歩数であったり健藤内健康づくり支援課長

診を受けたり、市町村が実施する健康イベン

トに参加して、一定のポイントがたまった方

については、協賛していただける店舗をこれ

から募集するんですけども、そういうお店で

食事をするとコーヒーが無料でついてくると

か、買物をしたときに５％割引きがあるとい

ったようなそういう特典、あるいは今４５社

に及ぶ応援企業の中には、例えば飲料水とか

を作っているメーカーもございますので、そ

うしたところが飲料水をある一定の目標達成

したら飲料水、無料で１本もらえるといった

ような、本当に日々の楽しみにつながるよう

な特典というのを考えています。

今、委員がちょっと事例に出された、利率

を上げるというのについては、既に大分県信

用組合が定期健診、特定健診とかがん検診を

受けた方については定期の利率を０．２％上

げるのが昨年度から県内で実用化されて、今

県内１６の市町村でそういう協定を結んで、

今４千人近い方がそれを利用されていると聞

いております。委員が御指摘になったことも、

実際今県内でもそうやって広がりつつある、

そういうインセンティブもうまく広げていけ

ればなと思っています。

先ほど末宗委員の質問に対する答嶋委員長

弁の修正がありますので、修正の発言をお願

いします。

申し訳ありません。大戸地域福祉推進室長

概要書１８ページの生活保護費についての

質問で、ちょっと計算を間違えました。

事業概要の扶助費の欄１０億８，９００万

円のうち、約８千万円が自立のための教育扶

助、生業扶助で、残りの１０億円が最低生活

を保障する生活扶助、医療扶助等でございま
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す。

申し訳ありませんでした。

時間がないので質問はやめます。戸高委員

資料提出だけ一つお願いいたします。

２２ページの地域の健康課題、先ほど質問

ありましたけども、各振興局ごとに地域課題

について取り組むということで、その基とな

った県民意識行動調査、この調査結果を是非

予特の最中に提出をしていただきたいとい思

っております。これを基に施策を組んだわけ

ですから、予算の審議の上で出していただく

ということでお願いしたいと思います。

以上、資料請求でございます。

ただいま戸高委員から資料提出の嶋委員長

要求がありました。

お諮りいたします。ただいまの資料を委員

会として要求することに御異議ございません

か。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、ただいまの資嶋委員長

料を要求することに決定をいたしました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出する

ようお願いいたします。

これをもって、福祉保健部関係予算に対す

る質疑を終わります。

―――――→…←―――――

以上で、本日の審査日程は終わり嶋委員長

ました。

次会は、明１６日午前１０時から当議場で

開きます。

これをもって、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでございました。
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